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国際合弁企業と知識創造

一一日系企業を対象とする実証研究一一一
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I 序

本研究は，日系国際合弁企業の知識創造プロ

セスの特徴を実証研究によって解明することを

目的としている。

企業間競争がグローバル化するにともない，

わが国でも多くの企業が，存続と成長の有効な

手段として海外企業との合弁事業を展開してき

た。企業は合弁事業を有効に展開することによ

実

り，市場参入や技術革新の速度を早め，開発リ

スクを削減し，経営資源を補完することができ

る。しかし合弁事業は，資本的に独立した 2

社以上の企業の提携であり，その関係は不安定

であり，成功裡に進められている事例は決して

多くはない。

合弁事業の展開は，両親企業と合弁企業が事

業展開の中で培った独自の優位性を発展させ

る，すなわち知識を獲得・活用・創造するプロ

セスとして捉えることができる。合弁事業で

は，両親企業の既存の知識を活用するだけでな

く，合弁企業自体が新しい知識を創造する能力

を構築する乙とが極めて重要となるロ

国際経営学の分野における合弁事業に関する

従来の研究は，内部化理論，資源依存理論，ゲ

ーム理論などにもとづいて分析されてきた。こ

のような理論にもとづく分析は，わが国におい

てもいくつか行われてきたが，未解明の経営現

象も少なくない。他方，近年，急速に発展して

いる知識経営学の分野において，組織的知識創

造モデル(以下では「知識創造モデル」と略記

する)がさまざまな企業活動の分析に用いられ

てきた。しかレ，合弁事業を分析するための理

論的枠組として知識創造モデルを用いた実証研

究は皆無である。合弁事業を両親企業の知識の

融合と国際合弁企業による新たな知識の創造プ

ロセスとして捉えた場合，知識創造モデルは極

めて有効な理論的枠組であると考えられる。

本研究の目的は，上述のように， 日系国際合

弁企業の知識創造プロセスの特徴を解明するこ

とである。具体的には， (1)日系国際合弁企業
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の知識創造プロセスを規定している環境状況と

コンテクストの特定化. (2)知識創造プロセス

と組織成果の相互関係の解明，および、(3)日系

国際合弁企業のマネジメントに関する実践的な

提言の 3つを試みる。

E 理論的枠組の導出と仮説の提示

1.理論的枠組の導出

図 1は，本研究の理論的枠組である。この

理論的枠組を構成する概念聞の相互関係は，知

識創造モデルの視角にもとづいて分析される。

知識創造モデルによれば，企業における知識

の塊であるイノベーションの生成プロセスは，

組織による能動的な知識創造プロセスとして捉

えられる。本研究では，合弁事業の展開は，連

続的ないくつものイノベーションの生成プロセ

スとして捉えられ，分析される。

知識創造モデルの基本的前提は，次の 4つ

である。(1)知識とは正当化された信念であ

る。知識は，思索や実践を通じて自らのものに

なった情報であり，単なるデータや情報の集計

ではない。 (2)知識は，言葉や文章で表すこと

が困難で主観的な暗黙知と，言葉や文章で表現

できる客観的な形式知の 2つのタイプに分け

られる。 (3)人間の創造活動において，両者は

互いに作用し合い，形式知は暗黙知へ，暗黙知

は形式知に変換される。 (4)組織の知は，暗黙

知と形式知という異なったタイプの知，そして

異なった内容の知識を持った個人が相互作用し

合うことによって創造される。

上記の 4つの前提にもとづけば. r知識変
換Jと呼ぶ 4つの知識創造の様式が考えられ

る。第 lは，個々人の暗黙知(思い)を共同

体験を通じて互いに共感し合う共同化(Socia1i-

zation)である。第 2は，その共通の暗黙知か

ら明示的な言葉や図で表現された形式知として

コンセプトを創造する表出化(Extema1ization)

である。第 3は，既存の形式知と新しい形式

知を組み合わせ，体系的な形式知を創造する連

結化(Combination)である。第 4は，その体系

的な形式知を実際に体験することによって身に

付け，自らの暗黙知とする内面化(Intema1iza-

tion)である。組織の知は，これら 4つの様式

をめぐるダイナミックなスパイラルによって創

造される。この知識創造のプロセスは. 4つ

の様式の頭文字をとって rSECIプロセス」と

呼ばれる1)。知識創造モデルのもう 1つの重

要な構成要素である「知識創造の場」は，国際

合弁事業の場合には，国際合弁企業， 日本の親

企業および外国の親企業の 3つである。

国際合弁企業の環境状況とコンテクストとし

ては，製品市場の不確実性，社会関係資本とし

ての信頼，異文化インターフェイス，日本本社

の合弁事業調整能力，合弁企業のコンテクスト

の 5つが取り上げられる。国際合弁企業は，

これら環境状況とコンテクストに適合的な知識

創造プロセスを展開する。

国際合弁企業の組織成果としては，合弁事業

を通じて日本本社が獲得するスキル・能力，日

本本社が獲得する競争優位性，国際合弁企業の

財務業績の 3つが取り上げられる。国際合弁

企業は，環境状況とコンテクストに適合する知

識創造プロセスを展開するととにより，組織成

果を高めることができる。

図 lの中の「仮説 1J ~ r仮説 6Jは，次
の第 2項で提示される 6つの仮説の構成概念

聞の相互関係を示している。

2.仮説の提示

(1) 製品市場の不確実性と知識創造プロセス

上述のように，本研究の分析視角は知識創造

モデルである。しかし知識創造モデルの場合，

タスク環境と知識創造プロセスの相互関係は分

析されてこなかった。これら相互関係を分析す

るため参考になるのが，環境適応理論の諸研

1)平野 (2∞3)。



国際合弁企業と知識創造平野 75 (75) 2004. 6 

国際合弁企業の
環境状況とコンテクスト
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国際合弁企業の
組織成果

一一一一・日本本社が獲得する

オ仮説叶--1 スキル/能力の増加
-日本本社が獲得する

競争優位性

-合弁企業の財務業績

図1 本研究の理論的枠組

究2)である。

環境適応理論の諸研究は，タスク環境一組織

特性(組織構造と組織プロセス)関係の類型化

を試みてきた。タスク環境は，組織目標の設定

と達成に関連を有するものとして組織成員によ

って認知された要因である。乙のタスク環境の

不確実性は，タスク遂行に必要な知識と組織が

既に保有している知識の差である。組織の知識

創造の必要性は，このタスク環境の不確実性に

よって規定される。他方，組織の知的能力，す

なわち，知識創造能力は，組織構造と組織プロ

セス(知識創造プロセスは. 1つの組織プロ

セスである)によって規定される。

以上の点を参考にして，本研究では，タスク

環境のうちでも特に重要な製品市場を取り上

げ，製品市場の不確実性と知識創造プロセスと

の相E関係に関する仮説 1を提示したロ

仮説 1 不確実性が高い製品市場で事業を

2 )環境適応理論に関しては.Bums & Stalker (1 961) • 
Lawrence&Lorsch (1967). Thompson (1967). Perrow 

(1967) .野中(1974).

行う合弁企業の場合ほど，知識創造プ口セスは

より広範に展開される。

(2) 社会関係資本と知識創造プロセス

マドックは，社会関係資本である信頼は，戦

略的なパートナーシップの形成にとって重要な

要因であると指摘している 3)。国際合弁事業の

場合，信頼はパートナーシップの存続・展開に

とって必須の要件である。パートナー聞に十分

な信頼があって初めて，問題直視のコンフリク

ト解消や協力的な問題解決が可能になる。

ニュウペリー&ゼイラは，合弁企業設立の前

段階におけるパートナ一間の相互の信頼関係の

確立と，合弁企業設立後の信頼関係を維持して

いくための相互努力の重要性を指摘してい

るヘハリガン日やピーミッシユ 6)は，提携の

成功要因としての信頼の重要性に言及してい

3) Madhok (1995). 

4) Newburry & Zeira (1997). 

5) H副伊(1986). 

6) Beamish (1988). 
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る。チャイルド&フォークナー7)は，パートナ

一間の信頼が長期にわたる提携関係の継続に不

可欠であることを実証的に明らかにしている。

パートナー聞の信頼関係が低い場合，知識の

伝達の抑制や伝達される知識の精度の低下が発

生し，パートナー企業が獲得した知識の共有や

活用を妨げる。知識の共有がなされていない場

合，パートナーの不信感を深め，不信感にもと

づく類似の行動に走らせる。その結果，両親企

業の戦略的提携能力は著しく低下する的。

他方，パートナ一間の信頼関係が高い場合，

相互の機会主義的行動に対する警戒は軽減さ

れ，両親企業が持つ知識の共有に対する意欲は

増加する。すなわち，パートナー聞の信頼が高

ければ，合弁事業が予期せぬ重大な問題や危機

に直面した場合でも，その問題や危機に対応す

るための必要な知識の獲得は容易であり，両親

企業は適正な行動を展開することができる。ま

た高い信頼関係は，パートナーの不信感にもと

づく行動に対して速やかに報復するよりは，む

しろパートナーに対して寛容に振舞うことを促

進する九すなわち，高い信頼関係は，機会主

義的行動を抑制し，企業の戦略的提携能力を高

め，良好で円滑な合弁関係の構築を可能にする。

これらの議論は，信頼が知識創造を促進する

ととを示唆している。以上の点を参考にして，

国際合弁事業における信頼と知識創造プロセス

に関する仮説 2が提示される。

仮説 2 両親企業聞の信頼が高い合弁企業

の場合ほど，知識創造プロセスはより広範に展

開される。

(3) 異文化インターフェイスと知識創造プロ

セス

国際合弁企業は，次の 2種類の文化的差異

に直面している。第 1の文化的差異は，進出

7) Child & Faulkner(1998). 
8) Kale (1999). 

9) Currall & Judge (1995). 

した現地国の国民文化との差異である。ホフス

テードは，国民文化が組織や企業文化に与える

影響を調査し，組織が共有する価値観の醗成に

国民文化が大きな影響を及ぽすととを明らかに

している 10)。

第 2の文化的差異は，両親企業の企業文化

の差異である。企業文化とは，企業成員に共有

されている価値観および、意思決定・行動パター

ンの総和である。共有された価値観は，集団・

組織のもつ暗黙的な欲求である。意思決定・行

動パターンは，知識の獲得・共有・活用，アイ

デアの表現や評価の仕方などを形づくる11)0 2 

つの異なる企業文化を背景とした国際合弁企業

は，相互の企業文化の差異を乗り越えなければ

ならない。

2種類の文化的差異を乗り越えるために重

要なととは，両親企業が持っている国民文化と

企業文化に対する感受性を高める努力である。

すなわち，文化的差異を理解し，調整する努力

が求められる。両親企業が文化的差異を理解

し，それを乗り越えるとき，コミュニケーショ

ン能力，すなわち異文化インターフェイスは有

効に機能する。有効な異文化インターフェイス

は，様々な問題を解決し，知識の獲得・共有・

活用を促進し，新たな価値を創造する。

コミュニケーションが容易でない国や地域に

おいて国際合弁事業を展開する場合， 日本語や

英語を学ぶ機会を現地人に提供したり，現地語

や英語を話し異文化に順応できる日本人を派遣

することが重要である。いわゆる bound紅y

spann巴rの必要性である。

言語・文化の相違を乗り越えて国際合弁事業

を展開するためには，知識を獲得・共有・活用

するためのメカニズムが必要になる。例えば，

ロシアにおける国際合弁事業について研究した

ローレンスらは，次のような研究結果を明らか

にしている。すなわち，ロシアで最も成功した

10) Hofstede(1991). 

11) Kono & Clegg (1998). 
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国際合弁企業の場合，異文化インターフェイス

に関する十分な投資を最初から行ったことが言

語，文化，教育および、世界的視野の壁を越えた

提携能力の構築を可能にしたlヘ
以上の点を参考にして，異文化インターフェ

イスと知識創造プロセスに関する仮説 3を提

示した。

仮説 3 異文化インターフェイスを重視す

る国際合弁企業の場合ほど，知識創造プロセス

はより広範に展開される。

(4) 日本本社の合弁事業調整能力と知識創造

プロセス

企業の能力は，組織と個人の知識が構築・調

整される組織プロセスに依存している。乙のよ

うな組織プロセスによって生み出される組織の

本質的要素を，ザンダー&コグーゅは「企業の

統合能力J，ヘンダーソン&コクバン刊は「構

造的競争力」とそれぞれ呼んでいる。この組織

の本質的要素は，組織の下位組織や個人が持つ

知識や展開される活動を統合・調整する組織プ

ロセスを指している。

医薬品産業を研究したヘンダーソン&コクバ

ンは， R&Dのノウハウや活動を調整するため

の組織的メカニズムの存在と有効性を指摘して

いる。彼らによれば， R&D活動を調整する専

門のスタッフもしくはチームによって管理され

た組織的メカニズムが， R&D活動の効率性を

高める。同様に，クラーク&藤本は，自動車産

業の新製品開発において活動を調整するグルー

プや行動が，新製品開発に関わる時間やコスト

を削減することを明らかにしている同。

X巳rox，Hewlett Packard， Unisys， Orac1eを含む

提携や合弁事業を積極的に展開している企業を

対象にしたケールの聴取調査でも，本社内に提

12) Lawrence & Vlachoutsicoss (1993). 

13) Zander & Kogut (1 995). 

14) Henderson & Cockburn (1994). 

15) Clark & Fujimoto (1990). 

携を調整する専属の部署を設置している企業が

多く観察されたlへこれらの部暑の責任者の役

職は，戦略提携担当副社長や戦略提携担当取締

役などと，組織階層上の地位も高かった。本社

内に提携を調整する専属の部署を持たない企業

の場合でも，提携活動を調整する実行責任が，

経営戦略室や企画管理室のような特別な機能を

もった部署やスタッフに与えられていた。

提携を調整する本社の能力は，提携や合弁事

業の成果に大きな影響を及ぼす。この調整能力

は，過去や現在の提携や合弁事業の経験からの

フィードバックや教訓の学習・活用の際に特に

重要である。

以上の点を参考にして，日本本社の合弁事業

調整能力と知識創造プロセスに関する仮説 4

を提示する。

仮説 4 日本本社の合弁事業調整能力が高

い合弁企業の場合ほど，知識創造プロセスはよ

り広範に展開される。

(5) 国際合弁企業のコンテクストと知識創造

プロセス

コンテクストとは，組織と環境状況の聞に介

在し，組織にとっての下部構造をなす変数群で

ある。とれらの変数群は，環境状況とならんで，

組織構造や組織プロセスの有効性に影響を及ぼ

す。コンテクストは，環境状況に比べると組織

による操作がより容易であり，環境状況からだ

けでなく組織構造，組織プロセス，個人属性か

らも影響をうけやすい特徴をもっている。

環境適応理論によれば，有効な組織構造や組

織プロセスは，環境状況やコンテクストによっ

て規定される。しかし環境適応理論の諸研究の

間では，多様な主張が展開されてきた。例えば，

ウッドワード川z代表される技術学派は技術の

重要性を，他方，ローレンス&ローシユ同に代

16) KaJe (1999). 

17) Woodward (1965). 

18) Lawrence & Lorsch (1967). 



78 (78) 経済学研究 54-1 

表される環境学派は外部環境の重要性をそれぞ トン・グループと同様の分析結果を得ている。

れ主張してきた。

ネガンディ&ライマンωは，タスク環境の諸

特性と規模や技術のコンテクストを同時に取り

上げ，そのなかのいずれが組織構造をより大き

く規定しているかを実証的に明らかにした。そ

の際，規模は従業員数で測定され，技術はウッ

ドワードの技術尺度が用いられた則。アタパッ

ク&アパナシ_21)は，製造工程の発展段階と製

品のライフ・サイクル段階が組織構造をより大

きく規定することを明らかにした。

アストン・グループによる一連の研究は，組

織構造とコンテクストの相互関係を分析してき

た。彼らの研究では，環境状況とコンテクスト

を明示的に識別し，コンテクストとして，①起

源と歴史，②所有と支配，③規模，④憲章，⑤

技術，⑤立地，⑦依存性等を取り上げている。

各概念に関しては， 1つ以上のインディケー

タが用意されている22)。フェッファー&レプレ

ビッツベフリーマン叫らなどの研究も，アス

19) Negandhi&Reimann(1973). 

20) Woodwardの 6段階尺度によれば，生産システム

は，①連続もしくは装置生産，②大量生産，③流れ

作業による大規模なパッチ生産，④中規模なパッチ

生産，⑤顧客の注文に応じた小規模なパッチ生産，

⑤段階ごとに分けての巨大設備の組立てに分類され

る。生産システムは，⑥から①に移行するにつれて，

技術の新しさ，生産用具の複雑性が増加する。一方，

技術は理解されやすく，製造作業の統制は容易にな

る[野中 (1974)，pp. 108 -109J。

21) Utterback & Abemathy (1975). 

22)アストン・グループのコンテクスト・インディケー

タの詳細は，①起源と歴史(起源の非人格性，組織

活動開始以来の年数，歴史的変化)，②所有と支配

(公的責任，支配権をともなう所有の比率)，③規

模(組織の従業員数・純資産，親組織の従業員数・

純資産)， @憲章(業務の変動性と多様性)⑤技術

(設備の自動化，作業硬直性，作業評価特定性，生

産連続性)，⑥立地(作業場所の数)，⑦依存性(相

対規模，組織の地位，政策決定主体への代表派遣，

外部に請け負われている職能の数，垂直統合，供給

業者との結合，顧客の発注に対する応答，顧客との

統合，労働組合の認知)などである[pughet al. 

(1969)Jロ

23) Pfeffer & Leblebici (1973) 

24) Freeman (1973). 

知識創造モデルにおいて，組織は，環境状況

やコンテクストに主体的に対応し，情報処理を

効率化するのみならず，知識が能動的に創造さ

れる源泉もしくは場として捉えられている。野

中は組織の知的能力は，紐織の作られ方(デ

ザインやコンテクスト)で決定される。さらに

知識は，特定のコンテクストゃある関係におい

て意味を持つ，すなわち，その意味は状況に依

存し，人びとの社会的相互作用によってダイナ

ミックに作られる」と指摘している2ヘ
国際合弁企業のマネジメントを知識が創造さ

れるプロセスとして捉えた場合，組織の知的能

力は戦略的提携能力と置きかえられる。この戦

略的提携能力は，合弁企業のコンテクストによ

って大きな影響を受ける。

本研究では，国際合弁企業のコンテクスト

は，①日本本社と合弁企業の規模(従業員数)， 

②合弁事業の内容(製造業か非製造業).③事

業目的(生産合弁，販売合弁， R&D合弁).④ 

生産技術の複雑性，⑤製品のライフ・サイク

ル，⑥継続期間，⑦統治構造(日本本社の出資

比率).⑧過去の資本・業務提携関係の経験，

⑨合弁企業の類型(垂直的か水平的)の 9っ
から構成される。

上記 9つのコンテクストのうち，①から@

のコンテクストは，国際合弁企業がタスク遂行

のために必要な知識の内容と大きさをそれぞれ

規定する。他方，⑦から⑨の 3つのコンテク

ストはそれぞれ次のものを規定する。すなわ

ち，⑦の統治構造は， 日本本社のパワーの大き

さ，③過去の資本・業務提携関係の経験は，両

親企業に蓄積された知識の大きさ，⑨の合弁企

業の類型は，両親企業の知識の補完性をそれぞ

25)パーガーらも，ある特定の歴史的・社会的なコンテ

クストの中で相互に作用し合う人びとは，共有して

いる情報から現実としての社会的知識を構築し， ζ

の社会的知識が，逆に人びとの判断，行動，態度に

影響を及ぼすことを指摘している [Berger& Luck-

mann (1967) J 0 
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れ特定する。

合弁企業は，上記のコンテクストに適合する

知識創造能力(組織の知的能力)を構築する必

要がある。したがって，合弁企業のコンテクス

トは，知識創造プロセスの展開に影響を及ぼす

と考えられる。

以上の点を参考にして，国際合弁企業のコン

テクストと知識創造プロセスに関する仮説 5

を提示する。

仮説 5 国際合弁企業のコンテクス卜が異

なれば，異なった知識創造プロセスが展開され

る。

(6) 組織成果と知識創造プロセス

国際合弁企業の成果をいかなる基準で評価す

るかに関しては，さまざまな議論がある。

まず第 1は，収益性や成長性，原価比率等

の財務的な指標による評価である(ルクロウ26)

アンダーソン27)の研究等)。第 2は，国際合弁

企業の生き残り (survivaI)を組織成果の評価基

準とするものである(キリング28) ストップフ

オウルド&ウエルズ瑚，ゲリンガー叩)の研究

等)。国際合弁企業が清算を通じて解消，もし

くは再編されていれば，乙れらは失敗とみなさ

れる。第 3は，合弁企業の存続期間を評価基

準とするものである(ダイムザ31)ハリガン初

等)。ダイムザは「成功している国際合弁企業

は合理的な期間，一般に 8年以上にわたって

生き残っている」と結論付けている。

国際合弁企業の組織成果に関する近年の研究

で注目すべきものとして，コグ_33)やコントラ

クター&ロレンジの研究がある。コグーは，親

企業の学習の成果を評価基準としてとりあげて

26) Lecraw (1983). 

27) Anderson (1990). 

28) Killing (1982) . 

29) Stopford & WelIs (1972). 

30) Geringer & Hebert(1991). 

31) Dymsza(1988). 

32) Harrigan (1986). 

33) Kogut (1988). 

いる。コントラクター&ロレンジ刊は，親企業

の戦略的地位の向上をその評価基準としてい

る35)。

野中は，知識変換を軸とする組織的な知的業

務実態把握の調査研究において，知識変換プロ

セスと企業の成果としての競争優位性の関係に

ついて次のように述べている。「知識変換は，

企業内の個人もしくはグループの知的業務プロ

セスとして観察できる。この知識変換，すなわ

ち知識の共同化，表出化，連結化，内面化とい

うSECIプロセスが，ビジネス・システムや組

織の活動を通じて，競争優位性の維持・拡大に

結びつししたがって，競争優位性の拡大のた

めには，知識変換の質あるいは効率を高める要

因や条件の強化・整備が課題となり，組織の知

識変換プロセス (SECIプロセス)の強化が，

企業の競争優位性を高めるJ。

また野中は，日本企業の組織学習が，知識変

換プロセスと密接な関連があることを指摘して

いる。プチック36)やハメル37)などの提携を分析

した学習アプローチにもとづく先駆的研究は，

提携を通じて学習の成果を高めるための鍵が，

合弁企業に対するトップの高い関与度ととも

に，企業内での知識の共有化，学習を促進する

システムなどの組織的対応能力にあるととを指

摘している。

以上の点を参考にして，組織成果と知識創造

プロセスに関する仮説 6が提示される。

34) Contractor & Lorange (1988) 

35)合弁企業の成果の評価基準はさまぎまであるが，合
弁企業の生き残りや存続期間を評価基準とした場
合，当該合弁企業の解消，終結は成功によるものか
失敗によるものかという問題が残る。また，どちら
かのパートナーによる当該合弁企業の M&A(合併
・買収)に終わっても，一方のパートナーの失敗，
他方のパートナーの成功と捉える乙とにも疑問が残
る。したがって，本研究では，合弁企業の財務面で
の評価，親企業の学習(スキルや能力の獲得)の程
度，親企業の戦略的地位の向上度を，合弁企業の成
果の評価基準として採用する。
36) Pucik (1988). 

37) Hamel (1991). 
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仮説 6 知識創造プロセスが広範に展開さ た。インディケータを作成するために，合弁事

れる国際合弁企業の場合ほど，組織成果はより 業の製品市場の競争状態の程度を測定し，その

高い。

E 概念の操作化と分析方法

1 .概念の操作化

概念の操作化のプロセスは，①次元の選択，

②次元のインディケータの選択，③インディケ

ータの測定用具の選択，④インデックスの形成

の4段階から構成される叱以下，本研究の

理論的枠組と仮説を構成する概念の操作化を試

みる。

(1) 製品市場の不確実性

この概念は，①市場空間の多様性，②製品マ

ーケティング特性，③市場構造と競争，④環境

の変化率の 4次元から構成される。

① 市場空間の多様性

「製品市場の不確実性」の第 1の次元とし

て「市場空間の多様性」を採用し地域差J

をインディケータとした。インディケータを作

成するために，合弁事業の製品市場の地域差の

程度を 5点リカート尺度で測定し，その合計

値を算出した。

② 製品マーケティングの特性

第 2の次元として「製品マーケティングの

特性」を採用し主要競争戦略」をインディ

ケータとした。インディケータを作成するため

に，合弁事業の製品市場における主要競争戦略

の差別化の志向性の程度を測定し，その合計値

を算出した。

③ 市場構造と競争

第 3の次元として「市場構造と競争」を採

用し市場の競争度」をインディケータとし

38)野中郁次郎(1974) ~組織と市場』千倉書房， Hage 

(1980) ~理論構築の方法』白桃書房，小島康光

(1998) ~非営利組織の経営 日本のボランティア

ー~，北海道大学図書刊行会。

合計値を算出した。

④ 環境の変化率

第 4の次元として「環境の変化率Jを採用

し新製品開発の頻度Jをインディケータと

したロインディケータを作成するために，合弁

事業の製品市場における新製品開発の頻度を測

定し，その合計値を算出した。

(2) 社会関係資本

社会関係資本の次元として「信頼」を採用し，

「親密感の醸成」と「互恵的規範の確立Jの

2つをインディケータとした。これらのイン

ディケータを作成するために「親密感の醸成」

については，①日本人マネージャーとパートナ

ーマネージャーの相互理解，②日本人マネージ

ャーとパートナーマネージャーの信頼関係，③

日本本社とパートナー企業の合弁事業に関わる

問題や危機に対する協力の程度の 3つを 5点

リカート尺度で測定し，その合計値を算出し

た。

「互恵的規範の確立」については，①パート

ナー聞の取り決めに対する遵守の姿勢，②パー

トナ一関係がオープンで，インフォーマルであ

る状態の 2つを測定し，その合計値を算出し

た。

(3) 異文化インターフェイス

異文化インターフェイスの次元として「経営

方式の現地化」を採用し言語」をインディ

ケータとした。インディケータを作成するため

に，合弁企業内の経営会議で使用される言語を

異文化インターフェイス 1，合弁企業の社内

文書・マニュアルに使用される言語の種類を異

文化インターフェイス 2とし，それぞれ 5点

リカート尺度で測定し，各合計値を算出した。

(4) 日本本社の合弁事業調整能力

日本本社の合弁事業調整能力の次元として，
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「合弁事業を支援する体制の状態Jを採用し合 であり との測定用具としてウッドワードの

弁事業の支援体制」と「合弁事業責任者の経営 6段階尺度を改訂し 装置生産・大量生産と

上の地位」をインディケータとした。インディ

ケータを作成するために合弁事業の支援体

制」については，合弁事業を支援する日本本社

の体制整備の程度を 5点リカート尺度で測定

し，その合計値を算出した。

「合弁事業責任者の経営上の地位」について

は，社長，事業部長，その他の役職の中から

1つを選択させた。

(5) 合弁企業のコンテクスト

この概念は，①規模，②事業内容，③事業目

的，④生産技術の複雑性，⑤製品のライフ・サ

イクル，⑥継続期間，⑦統治構造，@経験，⑨

合弁の状態の 9つの次元から構成される。

① 規模

「合弁企業のコンテクスト」の第 1の次元

として「規模」を採用し従業員数」をインデ

イケータとした。「従業員数Jは 日本本社，

ii合弁企業の総従業員数 iii合弁企業の日本

人従業員数をそれぞれ 5段階に区分した。

② 事業内容

第 2の次元として「事業内容」を採用し業

種・業務内容」をインディケータとした。「業種

・業務内容」は， i 日本本社 ii合弁企業の

業種をそれぞれ製造業と非製造業に区分した。

③ 事業目的

第 3の次元として「事業目的」を採用し事

業目的のタイプJをインディケータとした。「事

業目的のタイプ」は，研究開発(R&D)合弁，

生産合弁，販売・マーケティング合弁の 3つ

の合弁事業の目的の中から，該当する全ての合

弁事業の目的と，主たる合弁事業の目的を 1

つだけ選択させた。

④ 生産技術の複雑性

第 4の次元として「生産技術の複雑性」を

採用し生産システムの複雑性」をインディ

ケータとした。「生産システムの複雑性」とは，

製造作業の統制の困難さを示すインディケータ

単品・小量生産を両極とする 5点リカート尺

度として用いた。

⑤ 製品のライフ・サイクル

第 5の次元として「製品のライフ・サイク

ル」を採用し製品のライフ・サイクルの段

階」をインディケータとした。「製品のライフ

・サイクルの段階」は，導入期，成長期，成熟

期，飽和期，表退期の 5つの段階の中から，

該当する製品のライフ・サイクルの段階を 1

つ選択させた。

⑥ 継続期間

第 6の次元として「継続期間」を採用し合

弁事業継続期間」をインディケータとした。こ

のインディケータを作成するために，合弁事業

継続年数を 5段階に区分した。

⑦ 統治構造

第 7の次元として「統治構造Jを採用し出

資比率」をインディケータとした。「出資比率」

については，日本本社の出資比率を 3段階に

区分した。

@ 経験

第 8の次元として「経験」を採用し過去

の資本・業務提携関係Jをインディケータとし

た。「過去の資本・業務提携関係」は，日本本

社およびパートナー企業の過去の資本・業務提

携の経験の有無による 4つのパターンの中か

ら 1つを選択させた。

⑨ 合弁の状態

第 9の次元として「合弁の状態」を採用し，

「合弁企業の類型」をインディケータとした。

「合弁企業の類型」は，当該合弁企業が，垂直

型合弁(日本本社とパートナー企業が製品市場

において競争関係がない)と水平型合弁(日本

本社とパートナー企業が製品市場において競争

関係がある)のいずれかを選択させた。

(6) 知識創造

この概念は，①知識の共同化，②知識の表出
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化，③知識の連結化，④知識の内面化の 4次 知識創造の第 4の次元として「知識の内面

元，およびこれら①，②，③，④を統合した⑤ 化」を採用し個人的体験を通じた形式知の

SECIから構成される。

① 知識の共同化

知識創造の第 1の次元として「知識の共同

化」を採用し暗黙知の伝授・転移」をイン

ディケータとした。とのインディケータを作成

するために， i合弁企業の日本人マネージャ

ーとパートナーマネージャーとの共同体験，

11 合弁企業の日本人マネージャーと従業員と

の共同体験 iii合弁企業の日本人マネージャ

ーや本社の技術者による業務上の「こつ」やノ

ウハウの伝授 iv合弁企業の日本人マネージ

ャーによる部下や同僚への合弁事業に関わるノ

ウハウの反復 v合弁事業に関わる新たな方

針や戦略を実践に移すためのチャンピオニング

行動の頻度を，それぞれ 5点リカート尺度で

測定し，その合計値を算出した。

② 知識の表出化

第 2の次元として「知識の表出化Jを採用

し暗黙知から形式知への置換・翻訳」をイ

ンディケータとしたロこのインディケータを作

成するために， i合弁事業に関連する出来事，

決定，活動記録の作成 ii合弁事業の進展や

成果に関する報告， iii過去の合弁事業の業務

やプロジェクトの成果の再利用の頻度をそれぞ

れ測定し，その合計値を算出した。

③ 知識の連結化

第 3の次元として「知識の連結化」を採用

し形式知の獲得と統合J，r形式知の伝達・
普及J，r形式知の編集Jをインディケータとし
た。これらのインディケータを作成するために

「形式知の獲得と統合」では，①日本本社の合

弁事業の実行責任者による社内外の情報収集，

「形式知の伝達・普及」では，②合弁事業を担

当する部署と他部署との連携形式知の編集J

では，③合弁事業に関連する出来事，決定，活

動記録の体系的な分析・把握の程度をそれぞれ

測定し，その合計値を算出した。

④ 知識の内面化

体化Jをインディケータとした。このインディ

ケータを作成するために， i合弁事業に関す

る経験の少ない従業員に対する OffJTの機

会，並合弁企業に派遣される社員への外国語

トレーニング， iii合弁企業に派遣される社員

への異文化学習の程度をそれぞれ測定し，その

合計値を算出した。

⑤ SECI 

上記の①，②，③，④の 4つのスコアを合

計し， SECIのスコアとした。

(7) 組織成果

本研究においては，国際合弁企業の組織成果

は，①日本本社が獲得するスキル・能力，②日

本本社が獲得する競争優位性，③合弁企業の財

務業績の 3次元から構成される。

① 日本本社が獲得するスキル・能力

組織成果の第 lの次元として「日本本社が

獲得するスキル・能力Jを採用し獲得した

スキル・能力の増加」をインディケータとし

た。乙のインディケータを作成するために， 日

本本社が獲得した重要なスキルや研究開発，製

造，マーケティング能力の程度を 5点リカー

ト尺度で測定し，その合計値を算出した。

② 日本本社が獲得する競争優位性

第 2の次元として「日本本社が獲得する競

争優位性」を採用し競争的地位の向上」を

インディケータとした。とのインディケータを

作成するために， 日本本社の競争的地位(技術

力の向上，品質の向上，市場占有率の増加等)

の向上度を測定し，その合計値を算出した。

③ 合弁企業の財務業績

第 3の次元として「合弁企業の財務業績J

を採用し財務業績の満足度」をインディケ

ータとした。乙のインディケータを作成するた

めに，過去 3年間の国際合弁企業の，①売上

高，②経常利益，③ROI，④売上高成長率，⑤

経常利益成長率のそれぞれに対する満足度を測
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定し，その合計値を算出した。

本研究では，複数の 5点リカート尺度を用

い，それらの測定値を合計して 1つのイン

ディケータを作成している。このような場合，

複数の測定用具聞の内的一貫性を確認するため

の信頼係数制として，クロンパックの α係数

(Cronbach' s αcoeffienUを算出する必要があ

る。一般に， α係数がO.7以上の場合，内的一

貫性が保持されているといわれる。

「知識創造」の概念を操作化するために知

識の共同化」について 5つ知識の表出化J

について 3つ知識の連結化Jについて 3

つ知識の内面化」について 3つのそれぞれ

質問項目を用意した。なお，第W節の調査の結

果より知識の共同化J(0. 7047)， I知識の連

結化J(0. 8082) ， I知識の内面化J(0. 7401)の

α係数は，いずれも O.7以上であった。 α係数

が0.7以下であった「知識の表出化J(0. 5354) 

に関しても， 0.7と必ずしも大きく講離してい

なかった叫。

さらに， 14の質問項目を変数とする因子分

析を試みた。その結果，付録 1に示すように，

固有値が 1以上の 4つの因子が抽出された。

このうち，第 1因子は「知識の連結化J，第

2因子は「知識の共同化J，第 3因子は「知

識の内面イ七J，第 4因子は「知識の表出化」に

それぞれ関わる因子であった。

これらクロンバックのα係数値と因子分析

の結果は， 14の質問項目が知識創造の 4つの

プロセスを適切に測定し得ることを示してい

る。

以上説明してきた 7つの概念の操作化のプ

39)信頼性(reliability)とは同ーの概念について別個

の操作をしたときに同じ結果が得られる程度Jを指

す[Bohnstedt& Knoke (1988) J。
40)計算の結果， r製品市場の不確実性J(0.4457)のイ
ンディケータに関するクロンパックの α係数も O.7 
以下であったが， 0.7と必ずしも大きく希離してい
ない。したがって，これら 4つの質問項目のスコ

アからインディケータを構成する。

ロセスは，表 1に要約される。

2.分析方法

まず質問調査票の一般的妥当性に関して，本

社が東京都に所在する中堅自動車部品製造企業

の海外合弁企業 3社(アメリカ 2社，メキシ

コ 1社)に対して郵送法により調査が実施さ

れた。次いで質問調査票のより詳細な妥当性に

関して，本社が東京都に所在する大手電機製造

企業 2社の担当者に対して，面接法により調

査が行われた。以上の質問調査票の妥当性に関

する調査結果をもとに確定された質問票を用い

て，本調査が実施された。

質問票送付対象企業は~海外進出企業デー

タ 2003~ (東洋経済新報社)に収録されている全

世界の日系合弁企業のうち次の 5つの条件を

満たす合弁企業である。 5つの条件は，①日

本側出資企業が製造業，②日本側出資比率が

5%以上95%以下，③現地側出資比率が 5%

以上，④日本人派遣社員数が 1人以上，⑤日

本側出資企業数 3社以内である。

これら 5つの条件を満たす2，399社に対し

て， 2003年 7月から 9月にかけて質問票が

送付された。その結果，計436社から有効回答

(有効回収率:18.2%)が得られた(表 2)。

質問票調査による結果は，原則として 5段

階評定尺度を用いて数値化され，数値化された

データは次の手順で分析された。まず，合弁企

業の環境状況 (5変数)とコンテクスト(10

変数)を独立変数，知識創造プロセスの 4つ

の様式を各々従属変数とする重回帰分析が試み

られた。次に，知識創造プロセスの 4つの様

式 (4変数)と合弁企業の環境状況とコンテ

クスト (15変数)を独立変数，合弁企業の 3

つの組織成果を各々従属変数とする重回帰分析

が試みられた。

この重回帰分析の結果にもとづいて，第E節

第 2項で提示した 6つの仮説の検証が試みら

れた。
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表 1概念の操作化の要約

概念 次元
次元の

インディケータの測定用具 α係数
インディケータ

市場空間
地域差

合弁事業の製品市場の地域差の程度(悶 1-20)
の多様性

製品市場の 製品マーケァイ
主要競争戦略

合弁事業の製品市場における主要競争戦略の差別化の志向性の程度
0.4457 

不確実性 ング特性 (問 1-21)

市場構造と競争 市場の競争度 合弁事業の製品市場の競争状態の程度(問 1-22)

環境の変化率 新製品開発の頒度 合弁事業の製品市場における新製品開発の頻度(問 1-23)

日本人マネージャーとパートナーマネージャーの相互理解の程度(閑 1-9)

親密感の酸成
日本人マネージャーとパートナーマネージャーの信頼関係の状態(問lー10)
日本本社とパートナー企業の合弁事業に関わる問題や危機に対する協力の

社会関係資本 信頼 程度(問1-19)
0.8388 

互恵的規範の確立
パートナー聞の取り決めに対する遵守の姿勢(問 1-11)
パートナ一関係がオープンで，インフォーマルである状態(問 1-12)

異文化インター 経営方式の
言語

合弁企業内の経営会議で使用される百語の種類(問2ー1)
フェイス 現地化 合弁企業の社内文書・マニュアルに使用される言語の稲類(問 2-2)

日本本社の合弁 合弁事業を支援
合弁事業の支援体制 合弁事業を支援する体制の整備の程度(問4-11)

事業銅盤能力 する体制の状態
合弁事業資任者の

社長，事業部長，その他の役職(閑4ー10)
経営上の地位

規模 従業員数
日本本社の従業員数(問4-1)
合弁企業の総従業員数，日本人従業員数(問4-1)

事業内容 業種・業務内容 合弁企業の業種・業務内容(問4-2)

事業目的 事業目的のタイプ R&D合弁，生産合弁，販売・マーケティング合弁(問4-3)

生産技術 生産シスァムの
装置生産・大量生産か単品・小量生産の程度(問4-4)

合弁企業の
の複雑性 複雑性

コンテクスト 製品のフイフ・ 製品のライフ・ 導入期，成長期，成熟期.飽和期，衰退期(問4-5)
サイクル サイクルの段階

継続期間 合弁事業継続期間 合弁企業継続年数(問4-6)

統治構造 資本投下の割合 出資比率(問4-7)

経験
過去の資本・業務 過去の資本・業務提携関係の有無(問4-8)
提携関係

合弁の状態 合弁企業の類型 丞直合弁型，水平合弁型(問4-9)

日本人マネージャーとパートナーマネージャーとの共同体験の程度(問lー1)
日本人マネージャーと合弁企業の従業員との共同体験の程度(閑1-2)
業務上の「こつ」やノウハウの伝授の程度(問l一日)

知識の共同化 暗黙知の伝授・転移 合弁事業に関わるノウハウやマニュアルの部下や同僚への反復の程度 O. 7047 
(問 1-3)
合弁事業に関わる新たな方針や戦略を実践に移すためのチャンピオニング行

励の程度(問1-4)

知識創造 暗黙知から形式知
合弁事業に関連する出来事，決定，活動記録の作成の程度(問 1-5)

(S E C 1 
知識の表出化

への置換・翻訳
合弁事業の進展や成果に関する報告の頒度(問 1-6) O. 5354 

0.6209 
プロセス)

過去の合弁事業の業務やプロジェクトの成果の再利用の程度(閑 1-7)

形式知の獲得と統合 社内外の情報収集の頻度(問 1-14)

知識の連結化
形式知の伝達・普及 合弁事業を担当する部署と他部署との連携の程度(問 1-16)

O. 8082 

形式知の編集
合弁事業に関連する出来事，決定，活動記録の体系的な分析・把握

の程度(問 1-15)

個人的体験を通じた
合弁事業に関する経験の少ない従業員に対する OffJTの機会の程度(問 1-13)

知識の内面化 合弁企業に派遣される社員への外国語トレーニングの程度(問2-3) 0.7401 
形式知の体化

合弁企業に派遣される社員への異文化学習の程度(問2-4)

日本本社が 日本本社が
日本本社が獲得した重要なスキルや研究開発・製造・マーケティン

獲得する 獲得する
グ能力の程度(問 1-17)

スキル・能力 スキル能力の増加

合弁企業の 日本本社が
日本本社の競争的地位(技術力の向上，品質の向上，市場占有率の

組織成果 獲得する 競争的地位の向上
増加等)の向上皮(問 1-18)

競争優位性

合弁企業の
成果の満足度

売上高，経常利益. RO 1.売上高成長率，経常利益成長率
O. 9405 

財務業総 (問 3-1/2/3/4/5) 
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表2分析対象企業の送付数，回答数，回収率の国別分布

国名 送付数
国別比率(%)

回答数 回収率(%)
国別比率(%)

(送付ベース) (回答ペース)

アフプ首長国連邦 2 0.08 1 50.00 0.23 

イラン l 0.04 。 0.00 0.00 

インド 57 2.38 11 19.30 2.52 

インドネシア 192 8.00 59 30.73 13.53 

カンボジア 1 0.04 。 0.00 0.00 

クウェート 0.04 。 0.00 0.00 

サウジアラビア 4 0.17 3 75.00 0.69 

シンガポール 48 2.00 7 14.58 1. 61 
タイ 321 13.38 71 22.12 16.28 

パキスタン 8 0.33 1 12.50 0.23 

フィリピン 62 2.58 日 14.52 2.06 

ベトナム 30 1. 25 12 40.00 2.75 

マレーシア 135 5.63 27 20.00 6.19 

ミャンマー 2 0.08 。 0.00 0.00 

韓国 150 6.25 16 10.67 3.67 

台湾 243 10.13 37 15.23 8.49 

アジア合計
1，257 52.40 254 20.21 58.26 

(中国除く)

香港(中国) 51 2.13 4 7.84 0.92 

中国 798 33.26 123 15.41 28.21 

中国合計
849 35.39 127 14.96 29.13 

(香港含む)

アメリカ 112 4.67 21 18.75 4.82 

アルゼンチン l 0.04 。 0.00 0.00 

イギリス 18 0.75 E 33.33 1. 38 
イタリア 15 0.63 2 13.33 0.46 

エクアドル 1 0.04 。 0.00 0.00 

エルサルパドル l 0.04 l 100.00 0.23 

オーストラリア 13 0.54 2 15.38 0.46 

オランダ 12 0.50 1 8.33 0.23 

カナダ 7 0.29 。 0.00 0.00 

コロンピア 2 0.08 。 0.00 0.00 

スイス 4 0.17 。 0.00 0.00 

スウェーデン 2 0.08 。 0.00 0.00 

スベイン 8 0.33 2 25.00 0.46 

スロパキア 1 0.04 l 100.00 0.23 

セルピア・モンテネグロ l 0.04 l 100.00 0.23 

チリ 3 0.13 。 0.00 0.00 

ドイツ 17 0.71 5 29.41 1.15 

トJレコ 3 0.13 。 0.00 0.00 

ニュージーランド 3 0.13 。 0.00 0.00 

パミューダ 2 0.08 。 0.00 0.00 

ハンガリー 2 0.08 。 0.00 0.00 

フィンランド l 0.04 100. 00 0.23 

プラジル 11 0.46 4 36.36 0.92 

フランス 16 0.67 4 25.00 0.92 

ベネズエラ l 0.04 。 0.00 0.00 
J 

ペルー l 0.04 。 0.00 0.00 

ベルギー 5 0.21 。 0.00 0.00 

ポーランド l 0.04 。 0.00 0.00 

ポルトガル 4 0.17 l 25.00 0.23 

メキシコ 11 0.46 。 0.00 0.00 

ルーマニア 2 0.08 50.00 0.23 

ルクセンプルグ 1 0.04 1 100. 00 0.23 

ロシア 3 0.13 1 33.33 0.23 

アメリカ・ヨ ロッパ合計
285 11. 88 55 19.30 12.61 

(中南米・オセアーア含む)

エジプト 2 0.08 。 0.00 0.00 

モロッコ l 0.04 。 0.00 0.00 

南アフリカ 5 0.21 。 0.00 0.00 

アフリカ合計 8 0.33 。 0.00 0.00 

全体 2，399 100.00 436 18.17 100. 00 
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表3合弁企業の業種

業種名 送付数
業積別比事(%)

回答数
業種別比率(%)

(送付数ベース) (回答数ペース)

農林・水産業 6 0.25 1 0.23 
鉱業・資源開発 3 0.13 l 0.23 

建設・工事業 29 1. 21 4 0.92 

j良林・鉱業・建設業合計 38 1.58 6 1. 38 

食料品 113 4.71 16 3.67 
繊維業 137 5.71 25 5.73 
木材・家具 7 0.29 2 0.46 

パルプ・紙 22 0.92 3 0.69 
出版・印刷 12 0.50 3 0.69 
化学・医薬 343 14.30 57 13.07 
石油・石炭 5 0.21 1 0.23 

ゴム・皮革 66 2.75 7 1. 61 
窯業・土石・ガラス 69 2.88 12 2.75 

鉄鋼業 26 1. 08 9 2.06 

非鉄金属 65 2.71 19 4.36 

金属製品 93 3.88 12 2.75 

機械 236 9.84 45 10.32 

電気・電子機器 341 14.21 55 12.61 

輸送用機器・造船 14 0.58 4 0.92 

自動車・部品 372 15.51 102 23.39 

精密機器 39 1. 63 10 2.29 

その他製造 36 1.50 日 1. 38 

製造業合計 1.996 83.20 388 88.99 

農水産物・食料品卸売 4 0.17 2 0.46 
繊維製品卸売 4 0.17 。 0.00 

木材・家具・紙パ卸売 2 0.08 。 0.00 

化学・医薬品卸売 50 2.08 3 0.69 

石油・石炭卸売 l 0.04 l 0.23 
ゴム・皮革製品卸売 8 0.33 l 0.23 
E器業，土石・ガラス製品卸売 5 0.21 2 0.46 

鉄鋼製品卸売 4 0.17 2 0.46 

非鉄金属卸売 2 0.08 。 0.00 

金属製品卸売 l 0.04 。 0.00 

機械卸売 68 2.83 9 2.06 

電気・電子機器卸売 76 3.17 10 2.29 

輸送用機器卸売 6 0.25 。 0.00 

自動車・部品卸売 20 0.83 5 1. 15 
精密機器卸売 18 0.75 1 0.23 

その他卸売業・貿易 21 0.88 l 0.23 
飲食居 1 0.04 。 0.00 

金融業 0.04 。 0.00 

投資・投資顧問業 4 0.17 。 0.00 

不動産業 2 0.08 。 0.00 

陸連業 l 0.04 。 0.00 

倉庫・物涜関連業 3 0.13 。 0.00 

その他運輸・運輸サービス 0.04 D 0.00 
情報・通信業 l 0.04 。 0.00 
レジヤ}・娯楽 4 0.17 l 0.23 

情報サービス業(ソフト含) 10 0.42 1 0.23 

レンタル・リース業 l 0.04 。 0.00 

コンサルティング・市場調査 2 0.08 。 0.00 

教育 l 0.04 。 0.00 

人材派遣・紹介業 l 0.04 。 0.00 

企画・開発・研究 15 0.63 2 0.46 
その他サービス業 5 0.21 1 0.23 

株式保有・持株会社 15 0.63 。 0.00 

統絡会社 7 0.29 。 0.00 

非製造業合計 365 15.21 42 9.63 

全体 2.399 100. 00 436 100. 00 
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百 調査結果の分析

1.分析対象組織の分布

有効回答があった日系合弁企業436社の業種

は自動車および自動車部品製造業」に属す

る合弁企業が最も多く，全体の 23.4%を占め

ている。次いで化学・医薬製造業J(13. 1%)， 

「電気・電子機器製造業J(12. 6%)， ["機械製造

業J(10. 3%) となっている(表 3)。

分析対象となった日本本社・合弁企業の従業

員数，合弁事業継続期間， 日本本社の出資比率

の平均値と標準偏差は，それぞれ表 4に示さ

れる通りである。

表4 日本本社・合弁企業の従業員数，合弁事業継
続期間，日本本社の出資比率の記述統計

最小値 最大値 平均値 標準偏差

日本本社の従業
8.00 288，324.00 10.592.68 21.816.59 員数(人)

合弁企業の従業
2.00 4，300.00 450.86 645. 75 員数(人)

合弁事業継続期
1. 00 40.00 11. 97 8.27 

問(年)

日本本社の出資
14.63 99.50 58.13 16.3 比率(%)

従業員数に関しては， 日本本社の従業員数の

最小値が 8人，最大値が288，324人，平均値

が 10，592人，標準偏差が21，816人であった。

合弁企業の従業員数の最小値は 2人，最大値

は4，300人，平均値は450人，標準偏差は 645

人であった。なお， 1社あたりの日本人派遣

社員数の平均値は， 7.1人であった。

合弁事業継続期間に関しては，最小値が 1

年，最大値が40年，平均値が 12.0年，標準偏

差が8.3年であった。

日本本社の出資比率に関しては，最小値が

14.6%，最大値が 99.5%，平均値が 58.1%，

標準偏差が 16，0%であった。

表 5に示すように，合弁事業の目的に関し

ては，生産合弁を合弁事業の主たる目的とする

合弁企業が， 344社で全体の 78.9%を占め， R

表5 合弁事業の目的

企業数 比率(%)

R&D合弁 10 2.30 

生産合弁 344 78.90 

販売・マーケティング合弁 82 18.80 

合計 436 100.00 

表6 過去の資本・業務提携の経験

企業数 比率(%)

日本本社とパートナー企業とも
26 6.00 に経験がない

日本本社は経験がないが、パー
28 6.40 トナー企業はある

日本本社は経験があるが、パー
98 22.50 トナー企業はない

日本本社とパートナー企業とも
284 65.10 に経験がある

合計 436 100.00 

表7 合弁企業の類型

企業数 比率(%)

垂直型合弁(競争関係にない) 372 85.30 

水平裂合弁(競争関係にある) 64 14.70 

合計 436 100.00 

&D合弁(製品開発含む)を主たる目的とする

合弁企業は， 10社で 2.3%に過ぎ、なかった。

表 6によれば，日本本社とパートナー企業

問の過去の資本・業務提携の経験に関しては，

日本本社とパートナー企業がともに経験を有し

ている合弁企業が， 284社で全体の 65.1%を

占めていた。過去に日本本社とパートナー企業

がともに経験を有していない合弁企業は， 26 

社で全体の 6%に過ぎず，極めて稀であると

いえる。

表 7の合併企業の類型に関しては，日本本

社とパートナー企業が，製品市場において競争

関係にないとするもの，すなわち垂直型合弁が

372社で全体の 85.3%を占めた。他方，競争



88 (88) 経済学研究 54-1 

関係にある水平型合弁は， 64社で全体の 14.7%

であった。

2.環境状況・コンテクストと知識創造の相

互関係(仮説 1~仮説 5)

第 E 節で提示した仮説 1~5 の検証を行う

ために，知識創造プロセスの 4つの様式(知

識の共同化，知識の表出化，知識の連結化，知

識の内面化)を各々従属変数とする重回帰分析

を試みた。独立変数としては，国際合弁企業の

環境状況とコンテクストのインディケータであ

る製品市場の不確実性，信頼，異文化インター

フェイス l・2，日本本社の合弁事業の調整

能力，合弁企業のコンテクスト(規模ベ事業

内容42) 生産技術の複雑性，製品のライフ・サ

イクル，継続期間，出資比率，経験，合弁企業

の類型胡)の 15変数を取り上げた叫。分析の結

果は表 8， 9， 10， 11に示される通りである

(標準化偏回帰係数Pは，小数点第 3位まで
表記)45) 

41)規模については，日本本社の総従業員数，合弁企業
の総従業員数，合弁企業の日本人従業員数の 3つ

がインディケータとされたロ

42)事業内容については，業種の違いを示すダミー変数

(1製造業， 0非製造業)が用いられた。
43)合弁企業の類型については，ダミー変数(1水平

合弁， 0垂直合弁)が用いられたロ

44) ;重回帰分析を行う際には，多重共線性(multicollinear-

ity)の問題を考慮する必要がある。本研究では，重

回帰分析に先立ち，全説明変数の相関マトリクスを

検討するとともに，回帰係数のVIF(variance inf1a-

tion factor:分散拡大係数)を算出した。その結果，

回帰分析の精度に深刻な影響を与える多重共線性

は，事業目的のタイプの遠いを示すダミー変数(I

R&D， 2生産合弁， 3販売合弁)と合弁事業責任

者の経営上の地位の違いを示すダミー変数(1社

長， 2事業本部長， 3その他の役職)以外の変数

に関しては，みられなかった。なお，多重共線性の

問題が存在した 2変数は，独立変数として採用し

なかった。

45)表 8，9， 10， 11は， s係数が統計的に有意な変
数のみが示されている。 4つの回帰分析のサンプ

ル数は全て436である。

表B 知識の共同化の回帰分析

独立変数 日

製品市場の不確実性 .079+ 

信頼 .268糾す

異文化インターフェイス 1
(合弁企業内の経営会議で使用さ .085* 
れる言語)

合弁事業の支援体制 .11炉供

F 4.826本川

R2 .117 

注) 'p<'10;帥pく.05;榊ホpく.01

表9 知識の表出化の回帰分析

独立変数

信頼

合弁事業の支援体制

過去の資本・業務提携の経験

注) 叩く.10;帥 'p<'OI

F 

R2 

。
.235"才ド

. 085* 

139中川

3.062*** 
.066 

表10 知識の連結化の回帰分析

狼立変数

信頼

合弁事業の支援体制

生産技術の複雑性

出資比率

合弁企業の類型

注) 'pく.10戸帥p<.OI

F 

R2 

日

236ヰ**

.199十"

. 166判ド

一.089"

. 082埼

6. 128*>1 
152 

(1) 製品市場の不確実性と知識創造プロセス

(仮説1)

表 8より，製品市場の不確実性は，知識の

共同化C.079)の活動に対して統計的に有意な

正の影響を及ぼしている。他方，表 9，10， 11 

より，製品市場の不確実性は，知識の表出化，

知識の連結化，知識の内面化の活動に対して



2004. 6 国際合弁企業と知識創造平野 89 (89) 

表11 知識の内面化の回帰分析

独立変数 日

信頼 .242料*

異文化インターフェイス l
(合弁企業内の経営会議で使用さ
れる言語)

異文化インターフェイス 2
(合弁企業の社内文書・マニュア
ルに使用される言語)

合弁事業の支援体制

日本本社従業員数

出資比率

注) 叩く 10:榊噸pく.01

F 

R2 

.147材、*

一.083*

.125ヰ同

. 162み制

. 130村*

6.789水中市
. 166 

は，統計的に有意な影響を及ぽしていなかっ

た。

知識創造モデルによれば，組織の知識創造の

必要性は，タスク環境の不確実性によって規定

される。また，組織の知識創造能力は，組織構

造と組織プロセス (SECIプロセス)によって

規定される。したがって，製品市場の不確実性

と組織の知識創造プロセスの聞に有意な正の関

係が存在することが示唆される。このような関

係が生ずるのは，製品市場の不確実性が高いほ

ど，組織が処理しなければならない知識は増加

し，より大きな知識創造能力が必要となるため

である。

国際合弁企業を研究対象とした本研究の結果

は，知識創造モデルが知識の共同化の活動に関

しては妥当であることを示している。すなわ

ち，製品市場における不確実性(地域差，主要

競争戦略の差別化の志向性，競争状態，新製品

開発の頻度)が大きい合弁企業の場合ほど，知

識の共同化がより活発に展開されていることに

なる。

上記の結果は，合弁企業が製品市場の不確実

性に有効に対処するためには，高い製品市場の

不確実性には大きな知識創造能力，特に広範な

知識の共同化で，逆に低い製品市場の不確実性

には小さな知識創造能力，特に限定された知識

の共同化で，それぞれ対処する必要性を示唆し

ている。

以上の結果より，仮説 1r製品市場の不確
実性が高い国際合弁企業の場合ほど，知識創造

プロセスはより広範に展開される」は部分的に

支持された。

(2) 社会関係資本(信頼)と知識創造プロセ

ス(仮説 2)

表 8，9， 10， 11の分析結果より，次の 2

点が明らかになった。

まず，第 1に指摘できるのは，信頼は，知

識の共同化(.268) ，知識の表出化(.235) ，知

識の連結化(.236)，知識の内面化(.242)の

全ての活動に対して，統計的に有意な正の影響

を及ぼしていることである。

提携や合弁事業に関する多くの研究におい

て，信頼の重要性が指摘されている。カラル&

ジヤツデ、ィやケールは，信頼と知識創造プロセ

スの聞に正の関係が存在するととを明らかにし

ている。また，カラル&ジヤツディは，パート

ナー聞の信頼が高ければ，合弁事業の危機に際

しての知識の獲得が容易になると主張してい

る。さらに，ケールは，パートナー聞の信頼が

高ければ，両者が持つ知識の共有化が促進され

ると指摘している。

本研究の結果は，これらカラル&ジヤツディ

やケールの主張を支持している。すなわち，パ

ートナ一間の信頼が高いほど，相Eの知識の獲

得は容易になり，相互の機会主義的行動は抑制

され，知識の不確実性は低くなり，知識の共有

化が促進され，知識創造プロセスの活動全般が

活発になる。

第 21::，信頼のそれぞれの標準化偏回帰係

数 (s)は，知識の共同化，表出化，連結化，

内面化を従属変数とするいずれの回帰式におい

ても，最も大きな正の値である。

クローらは，知識創造プロセスの促進要因の
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1つとしてケア舶を指摘している。その際，相

互信頼が，ケアの特徴もしくは基盤として強調

されている。したがって，本研究の結果は，ク

ローらの主張を支持し，国際合弁企業のマネジ

メントに関しては，信頼こそが知識創造プロセ

スの基盤であり，最も重要な促進要因であると

とを示している。

以上の結果より，仮説 2r両親企業聞の信
頼が高い合弁企業の場合ほど，知識創造プロセ

スはより広範に展開される」は支持された。

(3) 異文化インターフェイスと知識創造プロ

セス(仮説 3)

表 8と表 11の分析結果より，次の 2点が

明らかになった。

第 1に，表 8の分析結果より，異文化イン

ターフェイス 1 (経営会議で使用される言語

の種類)は，知識の共同化(一.085)に対して，

統計的に有意な負の影響を及ぼしている。

この結果は，次のような非常に興味ある点を

示唆している。すなわち，合弁企業内の重要な

会議で用いられる言語が，英語もしくは現地語

であるほど，知識の共同化は限定されている。

換言すれば， 日本語が頻繁に話されている合弁

企業ほど，知識の共同化はより活発である。

知識創造モデルによると，知識の共同化は，

個々人の暗黙知を共同体験を通じてEいに共感

し合うプロセスである。上述のように，暗黙知

は，言葉や文章で表すことが困難で主観的な知

識であり，他人に伝えるととが難しい。他方，

形式知は，言葉や文章で表現できる客観的な知

識であり，他人に伝えるととは容易である。し

46)クローらによれば，ケアとは，人が学ぶのを助ける

ことであり，重要な出来事や結果に気づくように支

援することであり，互いの洞察を共有すると同時に

個人的知識を培うことである。さらに，彼らは，ケ

アには次の 5つの特徴があると指摘している。①

相互信頼，②積極的な共感，③進んで助け合うこと，

④寛大な判断，⑤勇気の 5つである[Krogh.Ichijo 

&Nonaka (2000). クロー・一候・野中 (2001)]0 

たがって，言語は形式知として理解されてき

た。しかし，表 8の分析結果より，国際合弁

事業の文脈では，言語は一概に形式知と理解す

ることはできないロすなわち，他人への伝達の

容易性に着目した場合，日本語は暗黙知により

近く，英語や現地語は形式知により近いといえ

る。

このように日本語および、英語や現地語を捉え

た場合， 日本語が頻繁に話されている合弁企業

では，知識の共同化が活発であるという分析結

果は，知識創造モデルの主張を支持しているこ

とになる。

第 2に，表 11の分析結果より，異文化イン

ターフェイス lは，知識の内面化に対して有

意な正の影響C.147)を，異文化インターフェ

イス 2 (社内文書・マニュアルに使用される

言語の種類)は知識の内面化に対して有意な負

の影響(一.083)をそれぞれ及ぼしている。こ

の結果は，合弁企業内の重要な会議で用いられ

る言語が，英語や現地語であるほど，知識の内

面化が活発に展開されている。同時に，合弁企

業の従業員が活用できる社内文書・生産・販売

に関わるマニュアルが日本語で整備されている

ほど，知識の内面化が活発であることを示して

いる。

ホフステードやローレンスは，異文化インタ

ーフェイスと知識創造プロセスの聞に正の関係

が存在することを析出している。このような関

係が生ずるのは，両親企業が直面する文化的差

異(国民文化や企業文化の差異)に対する感受

性が高いほど，異文化インターフェイスの有効

性はより高く，合弁企業が抱えるより多くの様

々な問題は解決され，知識の獲得・共有・活用

が促進されるためである。

表 11の分析結果は，異文化インターフェイ

ス 1 (経営会議で使用される言語の種類)に

関しては，ホフステードやローレンスの研究結

果を支持しているが，異文化インターフェイス

2 (社内文書・マニュアルに使用される言語の

種類)に関しては，支持していない。
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したがって，異文化インターフェイス 1は， 第 1に，表 9の結果より，過去の資本・業

合弁企業の知識の共同化，内面化のプロセスを 務提携の経験は，知識の表出化 C139)の活動

規定している環境状況である。他方，異文化イ に対して統計的に有意な正の影響を及ぼしてい

ンターフェイス 2は，知識創造プロセスの規

定因とは必ずしもいえない。

以上の結果より，仮説 3r異文化インター
フェイスを重視する国際合弁企業の場合ほど，

知識創造プ口セスはより広範に展開される」は

部分的に支持された。

(4) 日本本社の合弁事業調整能力と知識創造

プロセス(仮説 4)

表 8，9， 10， 11の分析結果より，合弁事

業調整能力は，知識の共同化 (.119)，知識の

表出化 C085)，知識の連結化 (.199)，知識の
内面化 C125)の全てに対して，統計的に有意

な正の影響を及ぼしている。この結果は， 日本

本社の合弁事業を支援する体制が整備されてい

るほど，合弁企業における知識創造プロセスが

より広範に展開されていることを示している。

ザンダー&コグーとへンダーソン&コクパン

は，企業の調整・統合能力と知識創造プロセス

の聞に，ケールは，提携・合弁事業の調整能力

と知識創造プロセスの聞にそれぞれ正の関係が

存在することを明らかにしている。

このような関係が成立するのは，次のように

理解される。調整・統合能力の高い親企業の場

合ほど，過去および現在の親企業のマネジメン

トから得られた経験や教訓を合弁企業のマネジ

メントに対して効率的に伝達し，活用させてい

るからである。

以上の結果より，仮説 4 r日本本社の合弁
事業調整能力が高い合弁企業の場合ほど，知識

創造プ口セスがより広範に展開される」は支持

された。

(5) 合弁事業のコンテクストと知識創造プロ

セス(仮説 5)

表 9，10， 11の分析結果より，次の 5点が

明らかになった。

る。

過去の資本・業務提携の経験を持っているこ

とは，合弁企業のマネジメントのために必要な

知識のうち，親企業が既に保有している知識が

より多い乙とを意味している。したがって， こ

のような合弁企業の場合ほど，タスク遂行中の

ために創造すべき知識は，より少なくて済むと

考えられる。しかし，調査結果は，親企業が資

本・業務提携の経験をもっ合弁企業ほど，知識

創造，特に知識の表出化の活動をより広範に展

開していることを示しており，非常に興味深

い。資本・業務提携の経験を持っている親企業

は，タスク遂行中に創造すべき知識を超えて，

さらに多くの知識を創造しているのである。す

なわち，知識創造を促進する組織的要件である

「知識の冗長性J叫が見出される。

第 2に，表 10の結果より，生産技術の複雑

性は，知識の連結化(一.166)に対して，統計

的に有意な負の影響を及ぼしている。この結果

は，生産技術が装置生産・大量生産の傾向が強

い合弁企業の場合ほど，すなわち生産技術の複

雑性が低い合弁企業の場合ほど，知識の連結化

がより広範に展開されていることを示してい

る。乙のような関係が成立するのは，上述の資

本・業務提携の経験に関するのと同様に理解さ

れる。生産技術の複雑性が低い合弁企業の場合

ほど，タスク遂行中に創造すべき知識はより少

なくて済み，知識の連結化，すなわち，形式知

の獲得と統合，形式知の伝達・普及，形式知の

編集はより容易になる。このような容易な知識

の連結化は，その必要性を超えてより広範に展

開される。したがって知識の冗長性」が見

出される。

ペロー，ナガンデ、ィ&ライマン，ウッドワー

ド，野中らは，組織が直面する技術の特性に応

47)野中自身は「情報の冗長性Jとよんでいる。
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じて，組織デザインや組織プロセスが異なるこ

とを明らかにしている。表11の分析結果は，

合弁企業の生産技術の複雑性が，知識の連結化

(組織プロセス)に対して，統計的に有意な負

の影響を及ぼしていることを示し，彼らの研究

結果を支持しでいる。

第 31;:，表10と表11の分析結果より，出

資比率は，知識の連結化(一.089)，知識の内

面化(一.130)に対していずれも統計的に有意

な負の影響を及ぼしている。この分析結果は，

日本本社の出資比率が低い合弁企業の場合ほ

と合弁企業の知識の連結化と知識の内面化が

より広範に展開されることを示しており，次の

ような理由から非常に興味深い。

質問調査票の妥当性を検討するために行った

日本の親企業社員に対する聴取調査の際に日

本本社の出資比率が高い合弁企業の場合ほど，

親企業から派遣される日本人社員の精神的関与

はより高く，合弁企業の知識創造は，より広範

に展開される」という発言が数多くあった。上

記の結果は，彼らの発言とは全く反対の結果で

あった。

上記のような本研究の結果は，次のように理

解される。野中と竹内は，知識創造プロセスの

促進要因の 1つとして自律性(autonomy)をあ

げている。自律性は，組織や個人が新しい知識

を創造するための動機づけを容易にし，知識の

獲得，解釈，関係づけを促進する。野中&竹内

は，このような自律性を確保する組織を知識創

造組織と呼び， 自己組織化と組織横断的な活動

を強化していると述べている。合弁企業の出資

比率を日本本社の合弁企業に対するパワーの大

きさと捉えると， 日本本社の低い出資比率は，

日本本社の弱いコントロール，すなわち合弁企

業の高い自律性を意味する。したがって，表10

と表11の分析結果は，野中&竹内の上記の主

張を支持している。

第 4に，表10の分析結果より，合弁企業の

類型は，知識の連結化 (-.082)に対して統計

的に有意な負の影響を及ぼしている。この結果

は，合弁企業が垂直型合弁である場合ほど，知

識の連結化はより活発に展開されるととを示し

ている。

垂直型合弁は，相互に競合関係にない垂直的

な関係にある親企業同士の合弁形態である。垂

直的とは，生産・流通過程の川上か川下かの関

係だけでなく，大企業と小企業，売り手と買い

手，先端技術企業と後発企業といった関係も含

んでいる。他方，水平型合弁とは，大企業同士，

技術開発先進企業同士，売り手企業同士，買い

手企業同士といった競合関係にある水平的な親

企業同士の合弁形態を指している。合弁企業の

類型を両親企業の知識の補完性という視点で捉

えると，両親企業が競合関係にない垂直型合弁

の場合の知識の補完性は，水平型合弁の場合よ

りも大きくなる。すなわち，両親企業の知識の

補完性が大きい合弁企業の場合ほど，知識の連

結化はより広範に展開されると考えられる。

第 5に，表11の分析結果より，日本本社の

従業員数は，知識の内面化C.162)に対して統

計的に有意な正の影響を及ぼしている。この結

果は，日本本社の組織規模が大きく従業員数が

多い合弁企業の場合ほど，知識の内面化 (0妊

JT，外国語のトレーニング，異文化学習)がよ

り広範に展開されることを示している。乙のよ

うな関係が成立するのは，次のように理解され

る。組織成員や経営資源が多い組織，すなわち，

大企業の場合ほど，知識の冗長性(redundancy)

は大きくなる。野中は，知識創造を促進する組

織的要件の 1つとしての知識の冗長性に関し

て次のように述べている。「欧米の組織と比較

したとき， 日本の組織(特に大企業)の最も著

しい特徴は，知識の冗長性を重視し，冗長性を

組織内部に制度化していることである。さら

に，日本の大企業の組織成員は，長期的視点に

立ち，いつ役に立っとも知れない知識の獲得・

学習に非常に熱心であるJ。このような「知識

の冗長性」および、「日本の大企業の組織成員の

積極的な知識の獲得・学習志向性」を考慮すれ

ば日本本社の従業員数が多い合弁企業の場
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表 12獲得したスキル・能力の回帰分析の結果

独立変数 日

信頼 .291糾*

日本本社従業員数 一.095*

合弁従業員数 一.099*

合弁企業の類型 .075* 

知識の表出化 .097* 

知識の連絡化 125*" 

知識の内面化 143同*

F 6.571司**

R2 . 196 

注) 叩く.10:榊 pく 05:判事pく01

表13競争優位性の回帰分析の結果

独立変数 日

市場の不確実性

信頼

日本人従業員数

製品のライフサイクルの段階

合弁事業の継続期間

知識の連結化

注) 叩く.10:榊 pく.05:榊 'pく.01

F 

R2 

.083* 

.250*同

.170料*

.087* 

.116唱ホ

.103* 

3.863判*
.111 

表14財務成果の回帰分析の結果

独立変数 日

信頼 .136'同

異文化インターフェイス 2 (合
弁企業の社内文書・マニュアルに
使用される言語)

日本本社従業員数

合弁従業員数

製品のライフサイクルの段階

注) 叩く0.10:材 p<0.05:**叩く0.01

F 

R2 

一.099*

一.137** 

一.107*

.116制

1. 864ホド
.036 

合ほど，知識の内面化はより広範に展開され

る」のは当然といえる。

以上の結果より，仮説 5r国際合弁企業の
コンテクストが異なれば，異なった知識創造プ

ロセスが展開される」は概ね支持された。

3.知識創造と組織成果の相互関係(仮説 6)

本項では，知識創造プロセスの 4つの様式

が合弁企業の組織成果にいかなる影響を及ぽし

ているかを明らかにするために，合弁企業の

3つの組織成果(日本本社が獲得するスキル

・能力の増加，日本本社が獲得する競争優位

性，合弁企業の財務業績)をそれぞれ従属変数

とする重回帰分析を試みた。独立変数として，

知識創造プロセスの 4つの様式(知識の共同

化，知識の表出化，知識の連結化，知識の内面

化)，製品市場の不確実性，信頼，異文化イン

ターフェイス 1・2，日本本社の合弁事業の

調整能力，合弁企業のコンテクスト(規模，事

業内容，生産技術の複雑性，製品のライフ・サ

イクル，継続期間，出資比率，経験，合弁企業

の類型)の 19変数が取り上げられた冊。分析

の結果は，表 12，13， 14に要約される冊。

(1) 日本本社が獲得するスキル・能力

表 12より次の 3点が明らかになった。

まず第 1に，知識の表出化(.097)，知識の

連結化(.125)，知識の内面化(.143)は，日

本本社が獲得するスキル・能力に対して統計的

に有意な正の影響を及ぼしている点である。他

方，知識の共同化は， 日本本社が獲得するスキ

ル・能力に統計的に有意な影響を及ぼしていな

い点である。

第 2に，知識の内面化は，日本本社が獲得

するスキル・能力に対して最も大きな正の影響

を及ぼしている(戸=， 143)点である。

知識創造モデルによれば，知識変換プロセス

の4つの様式の中で，知識の内面化は組織学習

48)前節の重回帰分析(表 8，9， 10， 11)と同様に，

事業目的のタイプの違いを示すダミー変数.および

合弁事業責任者の経営上の地位の違いを示すダミー

変数に関しては，多重共線性の問題があると判断さ

れた。したがって，これら 2つのダミー変数は，

独立変数として採用しなかった。

49)表 12，13， 14の重回帰分析の結果に関しては，統

計的に有意な変数のみが示されている。
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と密接な関係をもっ。プチック&ハメルによれ

ば，提携や合弁事業を通じて学習の成果を高め

る鍵は，企業内での学習を促進するシステムの

構築にある。日本本社が獲得するスキルや能力

を合弁企業における学習の成果として捉え，合

弁企業における内面化を企業内の学習を促進す

るシステムの lっと担えれば，との表 9の結

果は，知識創造モデルやプチック&ハメルの主

張を支持している。

知識の内面化は，形式知を暗黙知へ体化する

プロセスである。すなわち，合弁企業内で創造

された形式知が，メンタル・モデルや技術的ノ

ウハウという形で暗黙知に変換される。その暗

黙知が，個人や合弁企業内だけの知識にとどま

らず，組織全体(合弁企業と日本本社の双方)

で共有され， 日本本社の貴重な知的資産になっ

ていると考えられる。

第 3に，知識創造プロセス以外の独立変数

では，信頼C.291)と合弁企業の類型C.075) 

が， 日本本社が獲得するスキル・能力に統計的

に有意な正の影響を及ぼしている。他方， 日本

本社の従業員数(一.095) と合弁企業の従業員

数(一.099)は，日本本社が獲得するスキル・

能力に統計的に有意な負の影響をそれぞれ及ぽ

している。この結果は次の 2点を示している。

合弁企業のパートナーとの信頼が強く，合弁企

業が垂直型合弁である場合ほど， 日本本社が獲

得するスキル・能力はより高い。さらに， 日本

本社の従業員と合弁企業の従業員数が少ない合

弁企業の場合ほど，日本本社が獲得するスキル

.能力はより高い。

以上の結果より，日本本社が獲得するスキル

.能力を組織成果のインディケータとした場

合，仮説 6r知識創造プロセスが広範に展開
される国際合弁企業の場合ほど，組織成果はよ

り高L¥Jは支持された。

(2) 日本本社が獲得する競争優位性

表 13より次の 4点が明らかになった。

第 1に，知識の連結化C.103)は，日本本

社が獲得する競争優位性(技術力の向上，品質

の向上，市場占有率の増加等)に統計的に有意

な正の影響を及ぼしている点である。他方，知

識の共同化，知識の表出化，知識の内面化は，

日本本社が獲得する競争優位性に統計的に有意

な影響を及ぼしていない点である。

紺野と野中によれば，知識変換能力(知識創

造プロセス)は，組織のケイパビリティーのエ

ンジン部分に相当する。との知識変換能力が，

企業の競争優位性を向上させる要因である。さ

らに，競争優位性の拡大のためには，知識変換

の質あるいは効率を高める要因や条件の強化・

整備が課題となる。

本研究の結果は，紺野と野中の主張を部分的

に支持しているといえる。そしてこの結果は次

のようなことを示している。国際合弁企業の場

合， 4つの知識変換の中で，①日本本社の実

行責任者による社内外の知識の収集，②合弁企

業と日本本社の合弁事業担当部署および、日本本

社の他部署との連携，③合弁事業に関連する知

識の分析・把握などの「知識の連結化」が，競

争優位性を向上させる重要な要因となってい

る。そして， これらの活動のダイナミックな展

開が， 日本本社が獲得する競争優位性を強化す

る。

紺野と野中は，欧米企業と日本企業の知識創

造プロセスに関して，次のように述べている。

「欧米企業は，連結化に関して日本企業より発

達している。日本企業はどちらかといえば現場

情報の表出化によって暗黙知からコンセプトを

出す傾向があるのに対して，欧米企業では，ま

ず知識を徹底的に形式化した上で， これらの組

み合わせ(連結化)によってコンセプトを出す

傾向が強いといえる。特に情報活用において

は，その傾向は顕著に見られ， 日本企業が営業

担当者の現場情報を大いに活用するのに対し

て，欧米企業はこれらをあまり重視しない。製

品開発のプロセスなどは徹底的に形式化されて

おり，この連結化の仕組みが厚い」。

本研究の調査対象組織は， 日系国際合弁企業
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である。この表 13に示される，知識の連結化

が日本本社の競争的地位の向上に統計的に有意

な正の影響を及ぼしているという結果は，次の

ことを示唆している。日系合弁企業の知識創造

は，知識の表出化のプロセスを重視する日本企

業の知識創造よりも，知識の連結化のプロセス

を重視する欧米企業の知識創造に近い。

第 3に，信頼(.250) ，日本人従業員数

(. 170)，製品のライフ・サイクルの段階

(. 087) ，製品市場の不確実性(.083)が，競

争優位性に統計的に有意な正の影響を及ぽして

いる点である。この結果は，①合弁企業の両親

企業の信頼が強く，②合弁企業に派遣されてき

た日本人従業員数がより多く，③製品のライフ

・サイクルの段階(導入期，成長期，成熟期，

飽和期，表退期)がより先に進んでおり，④製

品市場の不確実性が高い合弁企業の場合ほど，

日本本社が獲得する競争優位性はより高いこと

を示している。

第 4に，合弁事業の継続期間(一.116)は，

日本本社が獲得する競争優位性に統計的に有意

な負の影響を及ぼしている点である。乙の結果

は，事業の継続期間が長い合弁企業の場合ほ

ど， 日本本社が獲得する競争優位性はより低い

ことを示している。

以上の結果より，日本本社が獲得する競争優

位性を組織成果のインディケータとした場合，

仮説 6r知識創造プロセスが広範に展開され
る国際合弁企業の場合ほど，組織成果はより高

い」は部分的に支持された。

(3) 合弁企業の財務業績

合弁企業の財務業績(売上高，経常利益，

ROI，売上高成長率，経常利益成長率)の満足

度を従属変数とした重回帰分析を試みた(表

14)。その結果，調整済R2の値 (.036)は低く，

データと回帰式の適合度は低いと判断されるた

め，乙の回帰式を採択することは困難であっ

た。したがって，合弁企業における知識創造プ

ロセスの財務業績に対する影響は検証できなか

った。

以上の結果より，合弁企業の財務業績を組織

成果のインディケータとした場合，仮説 6r知
識創造プロセスが広範に展開される国際合弁企

業の場合ほど，組織成果はより高い」は支持さ

れなかった。

(1)項と(2)項で述べたように日本本社

が獲得するスキル・能力」と「日本本社が獲得

する競争優位性」を組織成果のインディケータ

とした場合，知識創造プロセスは合弁企業の組

織成果に統計的に有意な影響を及ぼしているこ

とが概ね明らかにされた。しかし(3)項で「合

弁企業の財務業績Jを組織成果のインディケー

タとした場合，知識創造プロセスの組織成果へ

の影響は検証できなかった。

知識創造プロセスと組織成果の相互関係に関

する(1)， (2)， (3)項の分析結果は，以下の

ように要約される。日本本社が獲得するスキル

・能力および競争優位性の向上は，短期間の知

識創造プロセスの展開によって実現可能であ

る。一方，合弁企業の財務業績の向上は，長期

間の知識創造プロセスの展開を必要とする。

V 主要命題および本研究の意義

1.国際合弁企業の知識創造プロセスに関す

る主要命題

本節では，第百節における日系国際合弁企業

を対象にした実証研究の結果にもとづき，国際

合弁企業の知識創造プロセスの特徴を命題の形

で整理する問。乙れらの命題は， (1)国際合弁

企業の環境状況と知識創造プロセスの相互関

50)仮説命題とはできあいの理論やすでに得られた

データや資料をもとにして，実際にその理論を現実

社会にあてはめたときに，どのような結果が得られ

るかを予測し，それを比較的短いセンテンスにまと

めた」ものである[佐藤郁哉 (2002).p . 195J。本研

究の仮説命題は，仮説の段階のものであるが，実証

研究の結果にもとづいて析出されたものである。し

たがって，以下では単に「命題Jと呼ぶ。
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係. (2)国際合弁企業のコンテクストと知識創

造プロセスの相互関係. (3)知識創造プロセス

と組織成果の相互関係の 3つに区分して提示

する。

(1) 国際合弁企業の環境状況と知識創造プロ

セスの相互関係

製品市場の不確実性，信頼，異文化インター

フェイスおよび合弁事業調整能力は，知識創造

プロセスに次のような影響を及ぼす。

1)不確実性が高い製品市場で事業を行う合

弁企業の場合ほど，知識の共同化はより広

範に展開される。

2)両親企業聞の信頼が高い合弁企業の場合

ほど，知識創造プロセスはより広範に展開

される。

3)重要な会議において英語や現地語より

も， 日本語が使用される合弁企業の場合ほ

と知識の共同化はより広範に展開され

る。

4)英語や現地語よりも， 日本語で社内文書

やマニュアルが整備されている合弁企業の

場合ほど，知識の内面化はより広範に展開

される。

5) 日本本社の合弁事業調整能力が高い合弁

企業の場合ほど，知識創造プロセスはより

広範に展開される。

(2) 国際合弁企業のコンテクストと知識創造

プロセスの相互関係

国際合弁事業の経験，生産技術の複雑性，出

資比率，合弁企業の類型および規模は，知識創

造プロセスに次のような影響を及ぼす。

1)両親企業の過去の資本・業務提携の経験

が多い合弁企業の場合ほど，知識の表出化

はより広範に展開される。

2)生産技術の複雑性が低い合弁企業の場合

ほど，知識の連結化はより広範に展開され

る。

3) 日本本社の出資比率が低い合弁企業の場

合ほど，知識の連結化と内面化はより広範

に展開される。

4)水平型合弁企業よりも垂直型合弁企業の

場合ほと知識の連結化はより広範に展開

される。

5) 日本本社の組織規模が大きい合弁企業の

場合ほど，知識の内面化はより広範に展開

される。

(3) 知識創造プロセスと組織成果の相互関係

知識創造プロセスは，合弁企業の 3つの組

織成果(日本本社が獲得するスキル・能力の増

加， 日本本社が獲得する競争優位性，合弁企業

の財務業績)に次のような影響を及ぽす。

1)知識の表出化，連結化，内面化が広範に

展開される合弁企業の場合ほど，日本本社

が獲得するスキル・能力はより高い。

2)知識の内面化は. 4つの様式の中で，

日本本社が獲得するスキル・能力の増加に

最も大きな影響を及ぼす。

3)両親企業聞の信頼が強く，水平型よりも

垂直型合弁企業の場合ほど，日本本社が獲

得するスキル・能力はより高い。

4) 日本本社と合弁企業の組織規模が小さい

場合ほど，日本本社が獲得するスキル・能

力はより高い。

5)知識の連結化が広範に展開される合弁企

業の場合ほど，日本本社が獲得する競争優

位性はより高い。

6) 日系合弁企業の知識創造は，知識の表出

化のプロセスを重視する日本企業の知識創

造よりも，知識の連結化のプロセスを重視

する欧米企業の知識創造に近い。

7)両親企業問の信頼が強く，合弁企業に派

遣されてきた日本人従業員が多く，製品の

ライフ・サイクル段階がより先に進んでお

り，製品市場の不確実性が高い合弁企業の

場合ほど，日本本社が獲得する競争優位性

はより高い。

8)事業の継続期間が長い合弁企業の場合ほ
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ど，日本本社が獲得する競争優位性はより

低い。

9)日本本社が獲得するスキル・能力および

競争優位性の向上は，短期間の知識創造プ

ロセスの展開によって実現可能である。一

方，合弁企業の財務業績の向上は，長期間

の知識創造プロセスの展開を必要とする。

2.本研究の意義と今後の課題

本研究の第 1の意義は，知識創造モデルと

いう明確な理論的枠組にもとづく実証的分析に

よって，全世界で展開されている日系国際合弁

企業における知識創造プロセスの特徴を正確に

解明できた点である。乙の特徴を解明するため

に，先行研究の検討と日系国際合弁企業を対象

とした実証研究をもとに，①日系国際合弁企業

の知識創造プロセスを規定している環境状況と

コンテクストを特定し，②知識創造プロセスと

組織成果の相互関係を解明し，分析結果を命題

の形で整理した。

第 2の意義は，知識創造モデルが，国際合

弁企業のマネジメントの分析にも妥当するとと

を明らかにした点である。既に述べたように

国際経営学の分野における国際合弁企業の研究

は，内部化理論，資源依存理論，ゲーム理論な

どにもとづいて議論されてきたが，未解明の経

営現象も少なくない。一方，知識経営学の分野

において，知識創造モデルはさまざまな企業活

動の分析に用いられてきた。しかし，知識創造

モデルを国際合弁企業のマネジメントを分析す

る理論的枠組として用いた実証的な研究は皆無

であった。したがって，本研究は，国際合弁企

業のマネジメントを分析対象に国際経営学と知

識経営学の融合を目指した先駆的研究といえ

る。

第 3の意義は，今後わが国企業が国際合弁

企業を設立・運営する際に留意すべき次の 5

つの指針を提示できた点である。

(1)まず，合弁企業の日本人マネージャーは，

パートナーマネージャーや合弁企業の従業員と

の共同体験を通じて，彼らに日本本社の経営理

念や経営方針を理解，浸透させる努力をすべき

である。さらに， 日本人マネージャーは，合弁

企業の新たな方針や戦略を実行するために，自

らが手本となって積極的に行動しなければなら

ない。また， 日本人マネージャーや日本本社の

技術者は，共同作業を通じて合弁企業の従業員

に，合弁企業の業務上の「乙つ」や「ノウハウ」

を積極的に伝授する必要がある。すなわち，暗

黙知の伝授・移転という知識の共同化を促進す

るべきである51)

(2) 日本企業は，両親企業聞の信頼の確立，維

持，向上の努力を試みるべきである。たとえば，

合弁企業の日本人マネージャーとパートナー企

業のマネージャーの相互理解，両親企業の合弁

事業に関わる問題や危機が発生した場合の協

力，両親企業間の取り決めの道守，両親企業聞

の関係の透明性などに対する努力である。両親

企業間の信頼の醸成とE恵的規範の確立は，知

識創造プロセスの展開を促進する問。

(3) 日本本社は，合弁事業調整能力を高める必

要がある。たとえば，合弁企業の日本人マネー

ジャーや合弁企業を支援し調整する専属の部署

を日本本社に設置したり，経営戦略室や企画管

理室等による強力な支援体制を整備する必要が

ある。この合弁事業の調整能力の整備は，合弁

企業の管理手法の精般化，過去および現在の合

弁企業の経験からのフィードパックや教訓を学

習・活用したりする際に重要な役割を果たすと

とになる。したがって， 日本本社の合弁事業調

整能力の向上は，合弁企業のノウハウなどの知

識を活用し，知識創造プロセスの展開を容易に

51)知識の共同化のスコアを従属変数とする重回帰分析

の結果，市場の不確実性の日係数は有意であった

(表的。

52)知識の共同化，表出化，連結化，内面化をそれぞれ

従属変数とする重回帰分析の結果，信頼の戸係数

は有意であり.しかも最も大きな値であった(表

8. 9， 10， 11)。
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することになる問。

(4)日本企業が，合弁企業を通じて研究開発・

製造・マーケティング等の能力を獲得するため

には，合弁企業のマネジメントの経験が少ない

日本人社員の派遣に際して十分な時間をかけた

合弁企業に関する Offπ を行うべきである。

また，英語や現地語のトレーニングを実施する

ととともに，現地の文化・歴史・慣習などを学

ぶ機会も提供する必要がある。すなわち，個人

的体験を通じた形式知の体化という知識の内面

化を促進するべきである刊。

(5) 日本本社の競争優位性を向上させるために

は， 日本本社の合弁事業実行責任者は，合弁企

業に関する知識(研究開発・生産・販売の状

況，売上高・利益予想，市場動向，顧客の噌好

・変化・苦情など)を獲得し統合する努力をす

るべきである。また，彼らは合弁企業のマネー

ジャーおよび日本本社内の他の部署との密接な

連携を図らなければならない。さらに，合弁企

業に関する重要な意思決定のために，恒常的に

合弁企業に関するデータ(事業展開の問題点と

対処方法，財務成果，取引先や顧客の情報など)

を体系的かつ詳細に分析・把握しなければなら

ない。すなわち，形式知の獲得と統合，形式知

の伝達と普及，形式知の編集という知識の連結

化を促進するべきである問。

本研究は，明確な理論的枠組である知識創造

モデルにもとづいて， 日系国際合弁企業の知識

創造プロセスを実証的に分析することにより，

53)知識の共同化，表出化，連結化，内面化をそれぞれ

従属変数とする重回帰分析の結果，信頼と同様に合

弁事業調整能力のR係数が有意であった(表
8， 9， 10， 11)ロ

54) 日本本社が獲得したスキル・能力のスコアを従属変

数とする重回帰分析の結果，知識の表出化，連結化，

内面化のR係数が有意であった。これら独立変数
の中で，知識の内面化のR係数が最も大きかった
(表 12)。

55)競争優位性のスコアを従属変数とする重回帰分析の

結果，知識の連結化のR係数が有意であった(表
13)。

国際合弁企業のマネジメントの理解を前進させ

た。しかし，知識創造モデルの枠組は，まだ必

ずしも十分網羅的ではなく，知識創造モデルを

より改訂・精微化することも残された課題であ

る。

*本稿の執筆にあたり，北海道大学大学院経済学研究科

小島康光教授には細部にわたりご指導を賜った。また，

査読委員の先生からも，重要かつ有益なコメントをいた

だいた。この場を借りて，深く感謝申し上げたい。
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SECIプロセスの因子分析の結果

固有値

(パリマックス回転後の因子負荷量)

連結化:合弁事業に関連する出来事，決定，活動記録の体
系的な分析・把握の程度(問 1-15)

連結化:合弁事業を担当する部署と他部署との連携の程度
(問 1-16)

連結化:社内外の情報収集の頻度(問 1-14)

共同化:日本人マネージャーと合弁企業の従業員との共同
体験の頻度(問 1-2)

共同化:日本人マネージャーとパートナーマネージャーと

の共同体験の頻度(問 1-1)

共同化:合弁事業に関わる新たな方針や戦略のチャンピオ
ニング行動の頻度(問 1-4)

共同化:合弁事業に関わるノウハウの部下や同僚への反復
の程度(問 1-3)

共同化:業務上の「こつ」やノウハウの伝授の程度(問 l
-8) 

内面化:合弁企業に派遣される社員への異文化学習の程度
(問 2-4)

内面化:合弁企業に派遣される社員への外国語トレーニン
グの程度(問 2-3)

内面化:合弁事業に関する経験の少ない従業員に対する
Off JTの機会の程度(問 1-3)

表出化:合弁事業に関連する出来事，決定，活動記録の作
成の程度(問 1-5)

表出化.合弁事業の進展や成果に関する報告の頻度(問 l
-6) 

表出化:過去の合弁事業の業務やプロジェクトの再利用の
程度(問 1-7)

因子 l

3. 9331 

0.0621 

0.0799 

0.1796 

O. 1235 

O. 1439 

0.0896 

0.3507 

O. 1007 

O. 1973 

O. 0804 

因子 2

1. 8763 

0.0802 

0.0951 

O. 1888 

-0. 0086 

O. 2232 

0.1779 

O. 0570 

0.2506 

注1) データは. 5 点尺度(全く違う =l~全くそのi湿り =5) のリカートスケールによる。

注 2) 因子抽出法は，主因子法を用いた。

注3) 固有値が l以上の因子を拍出した。

注4) KMO(K白ser-Meyer-Olkin)=O.784 

54-1 

因子 3 因子 4

1. 4044 1. 1285 

0.1136 O. 1175 

O. 1031 O. 1796 

0.1464 O. 1518 

-O. 0293 -O. 0358 

O. 1255 O. 1420 

-0.0337 O. 3354 

O. 0299 O. 1954 

O. 3518 

O. 1210 

O. 0303 

O. 2103 

O. 0654 

O. 0521 

O. 1930 
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〈付録 2)

|SURVEY OF INTERNATIONAL JO闘T刊 NTU臨|

D巴紅 Presid巴nt

This study， design巴dand carri巴dout by Res巴archGroup of Intemationa1 Joint V巴n何回 in Graduate 

School of Hokkaido Universi旬 examineswhat factors affect intemational joint venture success. It is 

very important to study and completion of intemationa1 business， so your participation in th巴 study

will b巴 appreciated.

We promise to keep all responses complet巴lyconfid巴ntia1.Completed surveys will b巴 codedand 

will b巴 handledexc1usively by由巳 researcher.No individua1 respons巴sor companies will b巴 identifi-

abl巴 inany reports. Only aggregated data will b巴 usedfor ana1ysis， int巴rpretation，and in reports. 

Most questions in this survey can be answered by simply circling th巴 itemthat reflects your best 

judgment on血巴組問巴rsca1e provided. Th巴 questions紅巳 S凶 ightforward and出巴re紅eno right or 

wrong answ巴rs.Thank you for participating in出isstudy. 

「日本企業の国際合弁事業に関するアンケート調査」へのご協力のお願い

.調査の趣旨とご協力のお願い

私ども北海道大学大学院国際合弁事業マネジメント研究会では，国際合弁事業に関する多面的な

研究を進めております。本調査は，日本企業の国際合弁事業と組織の実態を把握することにより，

どのような要因が国際合弁事業の成果と関係しているのかを検証する乙とを目的としています。

ご協力いただきました回答については，統計処理をいたしますので個別企業のデータを公開する

ことは一切ありません。また 学術目的以外にはデータを利用しないことをお約束致します。今回

は『海外進出企業総覧』を参照して，合弁事業の代表者の皆様にアンケートを送付申し上げましたロ

ご多忙のところ誠に恐縮でございますが，調査の趣旨をご理解の上，何卒ご協力の程をお願い申し

上げます。

尚，誠に勝手ながら， 2003年 8月20日までに同封いたしました返信用封筒(切手は不要です)

にて投函くださいますようお願い申し上げます。

。ご記入上のお願い

-合弁事業の日本人マネージャー「日本本社から合弁企業に派遣されている日本人の管理責任者

(例えば，社長・副社長等)J，もしくはそれに代わる方がご回答ください。

・質問は選択方式(一部記入方式を含む)による簡単なものですので，お気軽にお答えください0

.質問には漏れなくご回答くださいますようお願いします。

。お問い合わせ先

ご回答にあたってご不明の点などがございましたら，下記までお気軽にお問い合わせください。

北海道大学大学院 経済学研究科

国際合弁事業マネジメント研究会

担当 : 平野実

住所 : 干060-0809 札幌市北区北 9条西 7丁目

北海道大学大学院経済学研究科

TEL&FAX 

E-mail 

+81-11-706-2961 

mhirano@pop.econ.hokudai.ac.j 
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間1 合弁事業に関する綴織，成果，製品市場等についてお尋ねします。以下 会遼うく :いど:いど:まあ 全く
@ばえちちら.えちとら. の23の文章について，最もよくあてはまる番号にO印をお付けくださ :な:そそ

い。なお.r日本人マネージャーjとは，日本本社から合弁企業に派遣 かと:い:の の
:が ・も:iり透 過り

されている日本人の管理糞佼者(例えば，社長・副社長等)を指します。 。つ目

他方.rパートナーマネージャーJとは，パートナー企業から合弁余業
φ ， 

に派遣されている現地人の管理責任者(例えば，社長・部社長等)を指

します。

1.日本人マネージャーは，言葉で明確に表現しにくい考え方(日本本社の経営理念や 4 ・・
-・・，

経営方針)をパ}トナーマネージャーとの度重なる共同体験後i混じて，パートナー 1 : 2 : 3 : 4 : 5 
-・・，

マネージャーに連解させることに熱心である。 -・・.-・・，

2.日本入マネ}ジャーは，言葉で明確に表現しにくい考え方(臼本本社の経営理念や : ・・ a・ : 
-・・，

経営方針)を合弁企業の従業員との度重なる共肉体験を通じて，合弁企業の全従業 1 : 2 :3 : 4 :' 5 

長に浸透させている。 -・・.

3. 日本人マネージャーは，合弁事業に関わる社内文芸書，研究開発・生産・販売のマーユ
1 : 2 : 3 : 4 : 5 

アルを合弁企業の全従業員に何度も反復させることで完全な定着化を殴っている。

4.日本人マネージャーは，合弁事業に関わる新たな方針や戦略を実行するために，自

らが手本となって税額約に行動している。
1 : 2 : 3 : 4 : 5 
-・・，ー.

5. B本人マネージャーは，合弁事業に関連する主要な出来事，決定，活動等を詳細に ー"ー
1 : 2 : 3 : 4 : 5 

記録している。

6.日本人マネージャーは，合弁事業の進展や成果を日本本社に毎箆レポートしている。 1 :'2 : 3 : 4 : 5 

7.日本人マネージャーは，当該合弁事業のマネジメントに際して，過去の日本本殺の
0 ・。 φ

。

合弁事業の業務やプロジェクトの経験(事業展開の問題点と対処方法，財務成果， 1 : 2 : 3 : 4 : 5 

取引先・顧客の情報等)を活かしている。
。 φ

。 φ

8.日本人マネージャーや日本本社の技術者は，共同作業を適じて合弁企業の従業員1:

合弁事業1:関わる業務上の「ζつJやノウハウ(図面やマニュア)vに警かれていな L 2: 3 4 : 5 
い研究調発，生産，販売の重要なポイント等)を伝授することに積極的である。

9.日本人マネージャーとパートナーマネージャーは，阿件(あうん)の呼吸で理解し
1 2 3 : 4 : 5 

合えている。

10.日本人マネージャ}とパートナーマネ}ジャーは，強い信頼関係を維持している。 1 : 2 3 : 4 : 5 

11.日本人マネージャーとパートナーマネージャーは，双方の役割分担を厳格に守り，
1 : 2 : 3 : 4 : 5 

積綴約に各自の役割を果たしている。 -・・.・・，
12.日本人マネージャーとパートナーマネージャーは，意見や見解の対立点について気 ・-・ー，

がねなく徹底的に話し合っているe
1 : 2 : 3 : 4 : 5 
・・ 4・ー・・ e

13.合弁事業のマネジメントの経験が少ない自本本社の従業員を，合弁企業へ派遣する ・・ e

1 : 2 : 3 : 4 : 5 
際は，十分な時間をかけた合弁事業に関する OffJTを行っている。 '・・
14.日本本社の合弁事業の実行策任者は，合弁事業の現場に頻繁に足を運び，合弁事業 -・-・-・-・
に関わる生きた情報(研究開発・生産・版発の状況，売上高・利益予想，市場動向， 1 : 2 : 3 :4 : 5 

-・
顧客のI者好の変化や苦情等)を精力的に収集している。 -・ー・
15. B本本社の合弁事業の実行禁径者は，今後の重要な意窓決定のために合弁事業に関

・・・・
ずるデータ(事業展関の向緩点と対処方法，財務成果，取引先・顧客の矯報等)を 1 : 2 : 3 : 4 : 5 ・・ e

体系的かつ詳細に分析・把握している。
守・守

16.日本本社の合弁事業の実行賞任者は，合弁事業のマネジメントのために，合弁企業 ・・
1 : 2 : 3 : 4 : 5 

の日本人マネージャーおよび日本本栓内の他の部署と密接な連携そ図っている。 ー・・・・
17. 日本本栓は，合弁事業を通してパートナー食業から重要なスキルや研究~~発・製造

1 : 2 : 3 : 4 : 5 
-マーケティング能力を獲得することに成功している。

18.当該合弁事業は.B本本社の競争的地位(技術カの向上，品質の向上，市場占有率
1 : 2 : 3 : 4 5 

の増加等)の向上に貢献している。

19.合弁事業に関わる重大な問題や危機が発生した場合，日本本栓とパートナ-:iE:業は φ ・.
1 : 2 : 3 : 4 5 

一致協力して問題解決にあたる。
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途会っく :いちどら:いど:そあま ・全くーぱえち .なえち...... ~.." r.J' 

そ
かと:いとらの の
がう もり遭 遇り

20.合弁事業の製品は，液死される図や地域によって製品構成・仕様・デザインなどに
1: 2: 3 :4 : 5 

大きな差がみられる。 、

21.合弁事業の主要な競争戦略は価格志向ではなく，愛別化志向である。 1 : 2 : 3 : 4.: 5 

22.合弁事業の製品市場は競争的であるa 1 :. 2: 3 .: 4 :，5 

23.合弁事業の製品市場における新製品開発の頻度は低い。 l 2・3: 4 : 5 

問2 合弁事業に関するコミュニニケーションの状況についてお尋ねします。以 会滋うく :いど:いど:あま : 会く
'ばカえちt ちら凶えちら φ 下の 4つの文章について，最もよくあてはまる番号にO印奇お付けく :な:そ:そ

ださい。 かといとも 波のり 遇のり
-つ.

1.合弁企業では，重要な決定が行われる会議で用いられる話語は英語もしくは現地謡
1 : 2 : 3 : 4 : 5 

である。

2.合弁企業の従業員が活用できる社内文養，研究開発・生産・販売に関わるマニュア
5 

ルは，英語もしくは務地認で作成されている。 •• '.i  J. .， 

3.合弁企業に派遣される自本入社員には，派遣前に英語もしくは現地語のトレーニン -・・
1 : 2 : 3 : 4 : 5 

グが施される。 -・・，

4.合弁企業に派遣される日本人役員には，派遣前に現地の文化，歴史，償留を学ぶ機
3 : 4 : 5 1 :2 

会が与えられている。 . 

問3 合弁事業について，過去 3年間の経質目標の達成度(満足度)についifiぃ1FEてお尋ねします。以下の 5つの項自について，競合他社との比較でも :て :えなちら:て : 

っともよく当てはまる番号にO印を付けて下さい。 :いかと;いもと:い :てて
:な'D:る:い
て:いい: い:る
ぃ: u満ぇr: ば満ぇ-な
い:

ー
1.売上高 1 : 2 : 3 : 4 : 5 

・・

2.経常利益 1 : 2: 3 :4:5 
ー-・ー
-・・・

3.投下資本利益率 (RO1) 1 : 2 : 3 : 4 : 5 
・

4.売上高成長事 1 :2 :3:4: 5 

5.経常利益成長率 1 : 2 : 3 : 4 : 5 
-・・
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合弁事業の概要についてお尋ねしますロ以下の11の質問にご回答下さい。問4

1.企業規模についてお尋ねします。以下の空欄にご記入下さい。

一人EA-
-
4ふ
庁
…人一本

-門口一内

人
一
人
人

約
一
約
一
約

一数一
一員一
…業…

数
一
従
.
数

員
一
全
・
員

業
一
の
一
業

従
一
業
従

全
一
企
'
全

の
一
一
一
の

社
一
ナ
-
業

本
ト
一
企

本
-
一
一
弁

日
一
パ
一
合

2.業種・業務内容についてお尋ねします。以下の空欄にご記入下さい。

日:本本社の業種・業務内容

パートナー企業の業種・業務内容:

合弁企業の業種・業務内容

3.合弁事業の目的についてお尋ねします。該当する全ての合弁事業の目的にO印を付けるとともに，主た
る合弁事業の目的にO印を付けて下さい。

販売・マーケティング合弁.c 生産合弁R&D合弁(製品開発を含む) : b a 

もっともよく当てはまる番号

産生量ぴよお口問単
訓
告ntu 

n
J
U
 

4.合弁企業が生産合弁事業の場合には，その主要製品の生産方法に関して，

にO印を付けて下さい。

5.合弁事業の主要製品のライフ・サイクルに関して，該当する段階にO印を 1つだけ付けて下さい。

h 飽和期:d 衰退期巴成熟期

6.合弁事業の継続期聞についてお尋ねします。以下の空欄にご記入下さいロ

|合牌業の年数

c 成長期b 導入期

年品甘

7. 日本本社の出資比率についてお尋ねします。以下の空欄にご記入下さい。

|日本本社の出資比率: % 

8. 日本本社およびパートナー企業の過去の資本・業務提携の経験についてお尋ねします。次の中から 1つ

だけ必ず選んでO印を付けて下さい。

京1

a 日本本社とパートナー企業は，ともに経験を持っていない。

b 日本本社は経験を持っていないが，パートナー企業は持っている。

c 日本本社は経験を持っているが，パートナー企業は持っていない。

d 日本本社とパートナー企業はともに経験を持っている。
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9. 日本本社とパートナー企業の製品市場における競争関係についてお尋ねします。競争関係にない場合に

はaに，競争関係にある場合にはbにそれぞれOl='Pを付けて下さい。

l a 競争関係にない :b 競争関係にある

10. 日本本社の合弁事業の実行責任者はどなたですか。次の中から 1つ選んでO印を付けて下さい。

a 社長
:b 事業本部長

(専務・常務・取締役を含む)
c その他の役職

11. 日本本社には，合弁事業の日本人マネージャーを支援する体制が整備されていますか。次の中から 1つ

選んでO印を付けて下さい。

a 整備されていない

b !監備されている(担当者のみが決まっており，常設の部門・室等はない)

c 整備されている(担当者で構成される一時的もしくは非常設の部門・室等がある)

d 盤備されている(担当者で構成される常設の部門・室等がある)

アンケートは以上となります。ご協力いただきましで ありがとうございました。誠に恐れ入りま

すが，アンケート調査票は2003年 8月20日までに投函いただきますようお願い申し上げます。

貴社名 貴社所在地

1D.: 

回答者のご氏名と役職 ご回答者のメールアドレス


